
指標名 達成

①　災害対策本部を設置する庁舎機能等の強化

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 85.0 87.5 90 89.1

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 80.2 85.9 89 91.0

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 90.3 92.7 93.9 95.0

実績値 92.7 -

②　避難体制整備

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ ○ 目標値 1

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 1

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 2 3 4 5

実績値 1 2

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ ○ ○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

2 -

・大地震等の大規模災害時におけ
る市町村の災害対策本部機能を
確保するため、市町村に対し助言
等を行い、市町村が国の住宅・建
築物安全ストック形成事業等を活
用して実施する庁舎の耐震化の
促進に取り組んでいる。

市町村
庁舎の
強化

避難指
示等発
令基準
の策定

　引き続き、施設管理者に対する助言や
情報提供等により、市町村庁舎の耐震化
を促進していく。

C

　令和５年度の実績値は、とりまとめ
中であり未確定だが、岩手県耐震改
修促進計画に基づき、市町村庁舎
の耐震化の促進に取り組んだ。

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

3

令和６年度「第２期岩手県国土強靱化地域計画」重点施策進捗管理表

評価

　令和４年度から令和５年度にかけ
て耐震診断調査等業務を実施し、現
状の把握に取り組んだ。自家発電設
備の燃料については常時72時間運
用可能な量を確保するよう運用を継
続している。

今後の取組の方向性

庁舎の耐震改修について、在り方検討と
並行し実施について検討していく。浸水
対策に伴う電気室・機械室の上層階への
移設については引き続き大規模改修の
時期にあわせて検討する。

1

・大地震等の大規模災害時に防
災拠点としての機能を確保するた
め、耐震診断を行い、計画的に庁
舎本体の耐震化を進めている。
・上下水道管等のライフラインの
耐震診断の検討や、自家発電設
備の整備、72時間以上の稼働時
間を確保するために必要な燃料
の常時確保にも取り組んでいる。
・浸水時の土嚢や排水ポンプ等を
用いた応急対策を推進するととも
に、大規模改修時に、上層階への
電気室及び機械室の移設等を検
討する。

R６当初
予算

事業名

-

R６当初
予算額
(百万円)

- -

目標値・実績値

県庁舎
の強化

総務部

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

KPI

【１）行政機能・情報通信・防災教育分野】

防災危機
管理費

3.6

- -4

防災体
制の強
化及び
避難行
動の周
知

・市町村が全庁をあげて役割分担
する防災体制が構築できるよう、
市町村職員防災対応研修におい
て県の災害対策本部支援室の概
要を説明するなど、市町村の体制
整備を促している。
・災害時にとるべき避難行動につ
いて、県広報誌等により住民への
周知を行っている。

市町村を
対象とし
た防災研
修会の実
施回数
（累計）
（回）

復興防
災部

復興防
災部

・洪水災害へ対応するため、避難
指示等発令基準の策定を働きか
けるとともに、発災時に円滑に市
町村が避難指示等の発令を行え
るよう、継続して助言等を行ってい
く。

　引き続き、市町村の希望等を踏まえ、
防災対応研修を実施し、市町村の災害対
応力の向上を図っていく。

- -
市町村庁
舎の耐震
化率（％）

県土
整備部

令和５年度は、具体的な災害等の危
機事態において、的確な危機対応を
行うことができるよう、市町村長を対
象としたトップセミナーを実施した。

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容

　引き続き、風水害対策支援チームの助
言を踏まえ、県から市町村へ避難情報発
令に係る助言を行い、市町村による適時
適切な避難情報の発令を支援していく。

補足資料１

1



指標名 達成

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

評価 今後の取組の方向性
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

KPI
回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容

③　支援物資の供給等に係る広域連携体制の構築

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 4

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 5

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 4 4 4 4

実績値 4 6

④　災害警備本部機能の強化

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 144 148 151 152

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 145 147 149 152

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 154 157 160 163

実績値 154 155

6

非常物
資の備
蓄体制
の強化

復興防
災部

--7

警察本
部及び
警察署
におけ
る災害
警備計
画の策
定

警察
本部

・現在拠点として位置付けている
既存施設（５箇所）において、各施
設の緊急時対応者一覧の整備、
災害備蓄物資の維持管理など、
適切な運用を図っている。また、
新たな防災拠点施設の整備につ
いて、復興道路の整備や復興まち
づくりの進捗に伴う広域防災拠点
配置計画等の見直しなど、広域的
な防災体制の充実を図っている。

広域防災
拠点にお
ける災害
備蓄物資
の更新回
数（回）

　岩手県広域防災拠点アドバイザー会議
の助言を受けながら、岩手県広域防災拠
点配置計画の見直しを行うとともに、施設
管理者や市町村との連携会議で得られ
た意見等を踏まえ、必要に応じて「広域防
災拠点運用マニュアル」の見直しを行う。

　定期人事異動後、警察本部及び各
警察署において､大規模災害発生時
における各対応部隊の編成等を速
やかに行い、有事に備えた体制を確
立した。

　令和５年度事業については引き続き目
標達成に向け事業実施することとしてお
り、また、老朽化又は狭隘化により防災
拠点としての機能強化が必要な警察施設
について、継続して整備に取り組む必要
がある。

災害警備活動及び治安維持活動
拠点としての機能が未整備である駐
在所について、老朽度に応じて計画
的な建替整備に取り組んだが、工事
入札の不調や関連事業の遅れが要
因となり、目標値157に対して、実績
値155と目標値を下回った。

　災害警備計画については、警察庁計画
の修正や災害対処に関する新たな知見
等を踏まえて、随時見直しを行っている。
災害に適時適切に対応できるよう不断の
計画見直しを行っていく。

12.0

・大規模災害発生時における災害
警備活動を迅速・的確に実施する
とともに、被災地の社会秩序を維
持するため、警察本部及び警察
署において、災害警備計画の策
定、救出救助部隊のほか治安対
策、交通対策等の各部隊の編成
に取り組んでいる。

B8

警察施
設の整
備

広域防災
拠点設備
等整備費

-

　令和５年度は、広域防災拠点活用
可能調査の実施及び調査結果を基
にした広域防災拠点配置計画の見
直し作業を進め、計画の変更及び公
表をしたところ。

　見直した配置計画をもとに広域防災拠
点施設及び候補施設の現地調査を行う。

5

広域防
災拠点
の配
置、防
災拠点
の充実

復興防
災部

・「広域防災拠点運用マニュアル」
に基づく広域防災拠点の本格運
用を行っている。

- - -

警察
本部

・大規模災害発生時における災害
警備活動及び治安維持活動拠点
として必要な機能を果たすことが
できるよう、施設の老朽度に応じ
て、計画的な建替え又は修繕によ
る整備を推進する。

警察署庁
舎整備事
業費

交番、駐
在所建設
事業費

134.8

221.7

災害警備
拠点警察
施設整備
数（累計）
（箇所）

　令和5年度は、既存の広域防災拠
点における備品の更新を行い、令和
５年度目標値４箇所に対する実績値
は６箇所となり、目標を達成した。

A
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指標名 達成

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

評価 今後の取組の方向性
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

KPI
回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

⑤　災害に備えた道路交通環境の整備

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値 71 73 76 82

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 70 74 78 83

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 86 90 95 100

実績値 89 93

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

　継続して災害発生時において特に交通
の安全を確保する必要があると認められ
る道路から優先して整備を進める。

　警察本部庁舎が被災した場合であって
も､速やかに災害警備本部を設置するた
めには､代替庁舎による本部機能移転の
練度を上げることが重要であり、真に本
部機能を発揮できるよう訓練等を通じな
がら実効性を高めていく。

-

　訓練を通して、災害発生時における情
報共有体制を強化し、協定締結事業者と
の連携を図る。
　必要に応じ、協定締結先における教養
を実施し、災害発生時に速やかに対応で
きる体制づくりを支援する。

　令和６年３月末現在、目標値90基
に対して、実績値93基となり、目標を
達成した。

  警察本部及び各警察署において、
非常招集伝達訓練及び災害警備本
部設置運営訓練等を行い、職員の
危機管理意識の向上に努め、迅速
な災害警備体制の確立を図った。

交通安全
施設整備
費

Ａ

-

・執務時間外に災害が発生した場
合であっても、迅速に災害警備体
制の確立が図られるよう、職員の
非常招集訓練に取り組んでいる。

　路外障害物の排除、信号機及び標
識の被害調査等について、各事業
者との協定を継続しており、災害発
生時の連絡手段等についての確認
を実施した。
　災害時発生時に速やかに応急復
旧が行えるよう、緊急通行車両の事
前届出を行うよう教示した。

　警察本部庁舎が大規模災害によ
り、一部使用不可能となったとの想
定で代替庁舎(盛岡東警察署)への
災害警備本部の機能移転訓練を実
施した。
各警察署においても、同様の訓練を
実施している。

警察
本部

--

・大規模災害により警察本部庁舎
が使用不能となる不測の事態に
備え、代替庁舎の確保及び災害
警備本部機能の移転訓練に取り
組んでいる。

-

代替庁
舎の確
保及び
災害警
備本部
機能の
移転訓
練

警察
本部

9

12

11

10

事業者
等との
協定締
結等に
よる連
携強化

警察
本部

警察
本部

・災害発生時、緊急通行車両の通
行の妨害となっている放置自動車
等道路障害物の排除活動や、信
号機等交通安全施設の被害調査
及び応急復旧工事に係る支援体
制を確立するため、現在事業者等
と結んでいる協定を継続し、より連
携を強化する。

1571.2

停電によ
る信号機
の機能停
止を防止
する信号
機電源付
加装置の
整備台数
（累計）
（台）

職員の
非常招
集訓練

-

信号機
電源付
加装置
の整備

・停電による信号機の停止が原因
で発生する交通渋滞、交通事故
等を回避するため、停電時は、自
動的に信号機に電力を供給する
信号機電源付加装置について、
国の特定交通安全施設等整備事
業に係る補助金を活用し、主要幹
線道路又は主要幹線道路と災害
応急対策の拠点とを連絡する道
路に設置されている信号機を対象
に整備を進め、交通量その他の
事情を考慮しながら、特に交通の
安全を確保する必要があると認め
られる道路から優先して整備に取
り組んでいる。

　非常招集訓練とともに､職員の安否確
認や本部設置訓練等複合的に訓練を実
施することにより､効率的な災害警備体制
の確立を目指す。

- - -
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指標名 達成

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

評価 今後の取組の方向性
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

KPI
回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

⑥　地域の消防力の強化

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 91.0 92.1 97.8 95.8

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 94.7 97.2 97.2 97.2

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 96.8 96.8 96.8 97.9

実績値 97.9 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ ○ ○ ○ ○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

⑦　消防機関の連携体制整備 

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 5 6 7 1

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 5 5 6 0

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 2 3 4 5

実績値 1 2

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 96 - - 100

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 98 105

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 100 100 100 100

実績値 105 105

17

緊急消
防援助
隊増隊
の促進

復興防
災部

　「緊急消防援助隊の編制及び施設
の整備等に係る基本的な事項に関
する計画」に基づき令和５年度にお
いても、県内消防本部の協力を得な
がら、緊急消防援助隊の登録数を令
和４年度と同様の105隊を維持する
ことができたことから目標値を上回っ
た。

令和６年度に予定されている秋田県での
北海道東北ブロック合同訓練において、
「北海道東北ブロック合同訓練に係る岩
手県隊の派遣計画」に基づき参加し、他
県部隊との連携を確認して広域的な災害
に対する対応能力の強化を図る。

消防本
部、消防
署等庁舎
の耐震化
率（％）

消防庁において、令和６年度中に当該計
画の改正が予定されており、新たに示さ
れる目標登録隊数に対し、県内各消防本
部の協力を得て、増隊計画（5箇年）を作
成して、目標達成に取り組む。

今後も引き続き、市町村等に対して、財
政支援制度の情報提供や活用に関する
助言を行うなどして、消防庁舎等の耐震
化率の向上に取り組む。

引き続き、関係団体や市町村、事業者等
と連携し、消防団員の確保を図る。
また、令和６年度は、県民を対象としたア
ンケート調査を実施し、調査結果を分析
することで、消防団員確保に有効な手段
等を検討していく。

　届出制度については、ホームページの
ほか、各警察署による行政機間、民間事
業者等への指導を通じ、引き続き周知を
図る。
　届出から相当年月が経過している車両
について、届出者に確認を取り、事前届
出が真に効果が上がるよう継続して取組
む。

令和５年度は、北海道東北ブロック
合同訓練開催県として、受援及び県
内相互応援に係る検証を行うととも
に、各防災関係機関との連携活動
能力の向上及び広域的な災害に対
する対応能力の強化を図った。
なお、令和３年度は新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大に伴う訓練
規模の縮小に伴い、参加できなかっ
たことから、令和５年度時点での目
標値３回に対し、実績値が２回と目
標を下回っている。

未耐震化の施設を設置する市町村
等に対し、財政支援制度等の情報
提供等を行いながら、耐震化を進め
た。
なお、R5実績に係る消防庁の調査
は未実施である。

--

-

・地域防災力の中核的な担い手と
して、消防団員数の確保や装備の
充実を図るとともに、求められる役
割に的確に対応した教育訓練を
実施することなどにより、消防団
活動の充実強化に取り組んでい
る。

-

-

・消防本部・消防署等の庁舎につ
いては、地震等の災害発生時に
おいても防災拠点としての役割を
果たすことができるよう、設置する
市町村等に対して財政支援制度
等について情報提供を行いなが
ら、耐震化を促進するとともに、電
力・ガスなどのエネルギーの確保
等を強化する。

　届出した行政機関、民間事業者等
に対し、緊急通行車両等の制度につ
いて説明し、有事の際は早急に災害
応急対策ができるよう指導した。
　併せて届出から相当年数が経過し
ている車両については、届出者に対
して確認依頼をしている。

令和５年度は、「いわて消防団応援
の店」登録促進や、消防庁の「消防
団の力向上モデル事業」を活用した
「SNS等を活用した消防団員加入促
進広報業務」の実施により、消防団
活動等について広報を展開すること
で、消防団員の確保に取り組んだ。

－

7.3

13
警察
本部

緊急通
行車両
の確認
及び標
章の交
付に係
る事前
届出制
度の指
導

消防力強
化事業費

消防団
活動の
充実強
化

復興防
災部

・災害発生により、車両の通行を
禁止又は制限した場合においても
早急に災害応急対策ができるよ
う、緊急通行車両の確認及び標章
の交付に係る事前届出制度につ
いて、行政機関及び民間事業者
等への指導に取り組んでいる。

復興防
災部

16

14 -

Ａ

緊急消
防援助
隊ブ
ロック
合同訓
練への
参加

消防本
部・消
防署等
の庁舎
強化

15

-

復興防
災部

・毎年度実施されている緊急消防
援助隊北海道東北ブロック合同訓
練に参加し、他県部隊との連携や
災害対応力の向上に取り組んで
いる。

Ｃ0.5

緊急消防
援助隊ブ
ロック合
同訓練へ
の参加回
数（累計）
（回）

一般消防
行政指導
費（ブロッ
ク合同訓
練負担
金）

・大規模な災害発生に備え、「緊
急消防援助隊の編成及び施設の
整備等に係る基本的な事項に関
する計画」を踏まえ、目標登録隊
数の維持に務める。

-
緊急消防
援助隊登
録数（隊）

4



指標名 達成

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

評価 今後の取組の方向性
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

KPI
回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容

⑧　学校施設・公立社会体育施設等の耐震化

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値 89.1 88.4 89.7 91.1

実績値 87.0 88.3 88.3 89.5

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 R4 R5 R6 R7

○ 目標値 92.5 92.3 92.9 93.5

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 91.9 92.4

H30 R1 R2 R3

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 83 86.0 90.0 89.5

実績値 79.1 -

R4 R5 R6 R7

目標値 100.0 - - -

実績値 -

私立学校の耐震化は、耐震対策の
着手に至らなかった学校が多かった
ものの、耐震補強工事１園、幼保連
携型認定こども園の新築が１園あ
り、目標値92.3％に対して実績値
92.4％となり、進捗率は98.8％となっ
た。

学校安全計画を策定する私立学校
の割合は、幼保連携型認定こども園
の増に伴い、調査対象の母数が増
加したことで相対的に目標値を下
回ったが、平成30年度の調査※にお
いて、策定校は前回調査の78から
107と増加しており、目標値83％に対
して実績値79.1％と概ね目標を達成
した。
※文科省調査（３年に１回）であり、
令和４年度（令和３年度分）から、調
査方法が変更し（学校が直接調査シ
ステムで回答）、私立学校分の結果
が当課で把握できなくなったもの。
（文科省の公表結果は公立・私立含
めた数字となっている。）

　学校施設耐震化に係る国・県補助制度
を周知し、耐震化工事を実施して児童・生
徒の安全を確保するよう働きかけを行う。

　学校安全計画（災害安全点検）が未策
定の私立学校において、幼児児童生徒
の安全が確保されるよう、引き続き働き
かけを行う。

18

・私立学校施設の安全性を確保す
るため、国の住宅・建築物安全ス
トック形成事業等を活用し、私立
学校が行う計画的な耐震診断や
耐震改修（補強）等の取組を支援
している。

A

858.0

1,670.8

301.0

363.7

44.4

68.6

私立学校
の耐震化
率（％）

学校安全
計画に災
害安全に
関する安
全点検に
ついて盛
り込まれ
ている私
立学校の
割合（％）

私立学校
耐震化支
援事業費
補助

私立学
校の耐
震化

19

公立学
校施

設・公
立社会
体育施
設等の
耐震化
等

教育
委員会
事務局

・学校施設の安全確保及び避難
場所としての防災機能強化を図る
ため、県立学校（中学校・高等学
校・特別支援学校）の老朽化対策
や長寿命化改修等を推進するとと
もに、公立小中学校施設等の耐
震対策や天井等非構造部材の落
下防止対策等の取組を促進して
いる。

校舎建設
事業費（屋
内運動場
整備事業）

校舎大規
模改造事
業費（校舎
大規模改
造事業）

建物等維
持管理費
（学校施設
維持保全
事業）

施設整備
費（特別支
援学校整
備事業）

施設整備
費（校舎大
規模改造
事業）

施設整備
費（学校施
設維持保
全事業）

-

-

　県立学校については、耐震化率
100％となっているが、老朽化した施
設が多いことから、老朽化対策や長
寿命化改修等を実施した。

　県立学校については、引き続き老朽化
対策や長寿命化改修等を推進するととも
に、公立小中学校については、引き続き
国庫補助制度を活用し計画的に耐震対
策等を推進するよう市町村に働きかけを
行う。

ふるさ
と振興

部
105.2

5



指標名 達成

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

評価 今後の取組の方向性
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

KPI
回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

⑨　情報通信利用環境の整備

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値 3,256 3,109 3,071 1,400

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 3,032 2,688 1,499 1,357

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 1,300 0 0 -

実績値 691 370

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

・旧耐震基準で建設された３施設
について、国の社会資本整備総
合交付金等を活用して耐震診断
を実施し、改築を視野に入れた総
合的な検討が必要とされた宮古高
等技術専門校の体育館の必要性
を含めた検討を行っている。

- -

24

通信事
業者・
放送事
業者と
の連携

ふるさ
と振興

部

22

民放ラ
ジオ難
聴解消

ふるさ
と振興

部

21

20

県立職
業能力
開発施
設の耐
震化

携帯電
話等エ
リア整
備

ふるさ
と振興

部

ふるさ
と振興

部

23

ブロー
ドバン
ド利用
環境整
備

・国の高度無線環境整備推進事
業を活用して超高速ブロードバン
ドを整備する市町村を支援すると
ともに、条件不利地域の超高速ブ
ロードバンド整備や整備の維持に
ついて、国に継続的な財政支援を
求めている。

国のインフラ整備計画について、今後の
改定などの情報を収集しつつ、引き続き、
整備の拡充などについて国への要望を
行い、残る不感地域の解消に向けて働き
かけていく。

引き続き、国の補助事業を活用し、中継
局の整備を行う市町村を支援するなどラ
ジオ難聴の解消に取り組んでいく。

引き続き、発災後の情報通信基盤の障
害状況を速やかに把握できるよう、引き
続き通信事業者との連絡体制を維持して
いく。

総務省の高度無線環境整備推進事業に
より、2021年度までに、本県の希望する
市町村の光ファイバ整備が完了し、サー
ビスが開始されたことから、今後新規に
整備要望がない限り、これ以上の補助事
業としての整備は行われない見込みで
す。

- -
（国庫補助事業を活用した中継局整
備への支援を行っているが、令和５
年度は実績なし。）

-

-

発災後の情報通信基盤の障害状況
を速やかに把握できるよう、通信事
業者との連絡体制の維持を図った。

毎年、整備の拡充などについて国へ
の要望を行い、着実に整備が進んで
きたところ。

-

・発災後の情報通信基盤の障害
状況を速やかに把握できるよう、
引き続き通信事業者・放送事業者
との連絡体制を維持する取組を進
めている。

携帯電話
不感地域
人口（人）

-

- - -

携帯電話
等エリア
整備事業
費補助

国が令和５年４月に公表したインフラ
整備計画では、令和５年度末までに
全居住エリアへの整備が完了する
見通しとなっていたが、一部不感地
域が残っているもの。
県としては毎年、整備の拡充などに
ついて国への要望を行っており、整
備自体は着実に進んでいる。

9.5

・災害時に有効な連絡手段である
携帯電話の不感地域を解消する
ため、国の携帯電話等エリア整備
事業を活用して携帯基地局を整
備する市町村を支援するととも
に、通信事業者へ働きかけを行う
など基地局整備に取り組んでい
る。

・災害時に多くの住民に対し情報
伝達を行うため、国の民放ラジオ
難聴解消支援事業を活用して中
継局の整備を行う市町村を支援
するなどラジオの難聴解消に取り
組んでいる。

C

令和２年12月に策定された、個別施
設計画において、計画的に改修等を
行いながら長寿命化を図っていくこと
が妥当とされた宮古高等技術専門
校の体育館について、引き続き体育
館の必要性を含めた検討を行い今
後の個別施設計画へ反映させること
とした。

商工
労働
観光部

-
次期県立職業能力開発施設再編整備計
画の検討を踏まえ、その結果を今後の個
別施設計画へ反映させるもの。

6



指標名 達成

①　住宅・大規模建築物の耐震化等　

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値 81.7 83.3 85.0 85.9

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 83.3 - - -

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 86.8 87.6 88.5 90.0

実績値 - -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

4

災害時
の応急
仮設住
宅の確
保等

県土
整備部

・発災時において速やかな応急仮
設住宅の供給が可能となるよう、
プレハブ建築協会をはじめとした
建設関係団体との協定を継続し、
情報共有を図っている。
・被災者への速やかな住宅情報
等の提供が可能となるよう、県宅
地建物取引業協会、全日本不動
産協会岩手本部及び全国賃貸住
宅経営者協会連合会との協定を
継続し、情報共有を図っている。

- - -

2

住宅・
建築物
の耐
震・耐
風対策

県土
整備部

・地震や強風時における屋根ふき
材等の落下や飛来物による被害
を抑制するため、国の住宅・建築
物安全ストック形成事業等を活用
し、市町村と連携しながら安全対
策を促進している。

- - -

1

住宅・
ブロッ
ク塀等
の耐震
化等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価

【２）住宅・都市分野】

今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

県土
整備部

・住宅の耐震化を一層促進するた
め、所有者に対する耐震化の啓
発や周知を行うほか、国の住宅・
建築物安全ストック形成事業等を
活用し、市町村と連携を図りなが
ら、木造住宅の耐震診断・耐震改
修の補助等を引き続き実施すると
ともに、倒壊のおそれのあるブ
ロック塀等の耐震化や除去等の
安全対策を促進している。

-
　大規模建築物の耐震化を促進す
るため、所有者に対する耐震化の啓
発や周知に取り組んだ。

　引き続き、市町村との連携を密にし、更
なる耐震化率の向上を図る。

3

大規模
建築物
の耐震
化

県土
整備部

・大規模建築物の耐震化を促進
するため、所有者に対する耐震化
の啓発や周知を行うほか、国の
住宅・建築物安全ストック形成事
業等を活用し、市町村と連携を図
りながら、民間所有の大規模建築
物への耐震診断・耐震改修の補
助等を引き続き実施している。

住宅の耐
震化率
（％）

　令和５年度の住宅の耐震化率の
実績値は、国の統計調査（５年に１
回）が公表されていないため未確定
だが、市町村と連携を図りながら木
造住宅の耐震診断や耐震改修の補
助を行い、住宅の耐震化の促進に
取り組んだ。

　引き続き、市町村と連携しながら制度の
周知を図り、住宅の耐震化を促進してい
く。

- -

住宅ストッ
クリノベー
ション事
業費

13.5 -

　国の住宅・建築物安全ストック形成
事業等を十分に活用できるように、
市町村と密に連携を取りながら安全
対策の促進に取り組んだ。

　引き続き、国の住宅・建築物安全ストッ
ク形成事業等を活用し、市町村と連携し
ながら安全対策を促進していく。

多様な供給主体との協定により、供
給能力の向上を図るため、令和６年
２月28日に、（一社）プレハブ建築協
会に加え、木造での建設型仮設の
供給が可能な（一社）全国木造建設
事業協会、（一社）日本木造住宅産
業協会のほか、（一社）ムービングハ
ウス協会の計３団体と新たに協定を
締結した。

・発災時において速やかな応急仮設住宅
の供給が可能となるよう、プレハブ建築
協会をはじめとした建設関係団体との協
定を継続し、情報共有を図る。
・被災者への速やかな民間賃貸住宅情
報等の提供が可能となるよう、県宅地建
物取引業協会、全日本不動産協会岩手
本部及び全国賃貸住宅経営者協会連合
会との協定を継続し、情報共有を図る。
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

②　水道施設の防災機能の強化　

H30 R1 R2 R3

目標値 52.6 54.2 55.8 55.8

実績値 49.1 49.5 48.1 38.6

R4 R5 R6 R7

目標値 57.4 39.3 40.0 40.7

実績値 54.3 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 888,693

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 -

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 920,373 1,086,031 1,106,031 1,126,031

○ 実績値 1,500,053 -

H30 R1 R2 R3

目標値 44.8

実績値 48.3

R4 R5 R6 R7

目標値 48.3 51.7 58.6 69.0

実績値 48.3 -

③　内水危険箇所の対策

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値 1

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 1

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 2 3 4 5

実績値 2 3

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

　引き続き浸水対策をテーマにした勉強
会の開催など、内水ハザードマップを策
定する市町村の支援を行い、早期の策定
を促進する。

--7

内水危
険箇所
のハー
ド対策

県土
整備部

・浸水被害の可能性のある家屋
の解消のため、市町村が行う国
の防災・安全交付金等を活用して
実施する事業に対して、助言等を
実施している。

　浸水対策として、盛岡市など県内６
市町で雨水排水路整備等を実施し
ており、ヒアリングを活用するなど、
事業実施に際して助言等を行ってい
る。

　引き続き、浸水被害の可能性のある区
域の解消に向けて、水路の大型化、ゲー
トポンプ、雨水ポンプ場の設置等を推進
するよう市町村に対して助言等を行う。

6

内水危
険箇所
のソフ
ト対策

県土
整備部

・内水ハザードマップの作成に向
け、市町村による国の防災・安全
交付金等を活用した浸水区域図
の作成を促進するため、作成勉
強会等の開催等により、市町村の
取組を支援している。
・策定済み市町村に対しては、既
存ハザードマップの見直し等を支
援している。

- -

内水ハ
ザード
マップ作
成勉強会
の開催回
数（回）

A

　令和５年度は、浸水対策をテーマ
にした勉強会を１回開催し、令和５年
度累計目標値３回に対する実績値
は３回となり、目標を達成した。

水道基幹
管路の耐
震適合率
（％）

水道整備・管理行政は令和６年度から国
土交通省及び環境省へ移管されたが、引
き続き、国土交通省の水道施設整備費
補助及び防災・安全交付金等の補助事
務を適切に執行し、市町村等が計画的に
取り組む水道施設の老朽化・耐震化対策
を支援していく。

5

水道施
設の計
画的な
老朽化
対策・
耐震化
対策

環境
生活部

・災害時においても給水機能を確
保するため、水道施設の計画的
な老朽化対策を進めるとともに、
施設の耐震化対策を進める取組
を実施している。

水道施設
耐震化等
推進事業
費

936.1

耐震適合
性のある
水道基幹
管路の整
備延長
（m)

浄水場・
配水場耐
震化計画
策定率
（％）

-

令和５年度実績値については、現在
国の統計調査が行われているところ
であり測定できないが、厚生労働省
の生活基盤施設耐震化等交付金に
より、市町村等が計画的に取り組む
水道施設の老朽化・耐震化対策支
援を実施した。

-

-

-
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

　国の住宅・建築物安全ストック形成
事業等を活用し、市町村と連携しな
がら危険住宅の除去及び移転住宅
の建設を促進している。

　引き続き、国の住宅・建築物安全ストッ
ク形成事業等を活用し、市町村と連携し
ながら危険住宅の除去及び移転住宅の
建設を促進していく。

8

内水に
対する
住宅等
の安全
対策

県土
整備部

・内水により被害を受けるおそれ
のある住宅について、市町村と連
携して、所有者に対して危険性の
周知を行うほか、住宅・建築物安
全ストック形成事業等を活用し、
危険住宅の除去及び移転住宅の
建設への補助等を実施する。

- - -
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指標名 達成

①　病院・社会福祉施設等の耐震化

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値 72.0 75.0 76.3 77.2

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 73.1 74.7 76.1 78.3

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 77.2 78.3 78.3 82.6

実績値 78.3 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

②　医療情報のバックアップ体制の構築

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

〇 R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

③　福祉避難所の指定・協定締結　

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ ○ ○ ○ 目標値 33

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 33

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 33 33 33 33

実績値 28 26

1
病院の
耐震化

－

医療施設
近代化施
設整備費
補助

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価

【３）保健医療・福祉分野】

今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

2

社会福
祉施設
等の耐
震化

保健
福祉部

472.3

220.1

全県的
な医療
情報の
連携、
バック
アップ
の前提
である
医療情
報の電
子化

保健
福祉部

3

・各保健医療圏における医療・健康
情報の共有基盤整備や周産期医療
情報ネットワーク（いーはとーぶ）の
運用など、全県的な医療情報連携を
推進するなかで、医療情報のバック
アップ体制の前提となる電子カルテ
導入が各病院で図られるよう取り組
んでいる。

4

市町村
等職員
を対象
とした
研修会
等の実
施、市
町村の
取組促
進

復興防
災部

・全ての市町村において、災害時に
円滑な福祉避難所の設置・運営を行
うため、市町村等の職員を対象とし
た災害救助法等の事務に関する研
修会等を実施し、福祉避難所となり
得る社会福祉施設等を有する事業
者との協議や、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大が懸念される状
況下での福祉避難所の開設に備
え、更なる福祉避難所の確保や必要
な物資の確保等を促すなど、市町村
の取組を促進する。

令和５年６月公表の医療DXに関する工
程表において電子カルテの標準化に向け
たスケジュールが示され、標準化への改
修経費に対する国補助の活用などの情
報提供を行っていく。

市町村職
員を対象
とした災
害援助法
に係る研
修会への
参加市町
村数（市
町村）

耐震改修促進計画等のフォローアッ
プに取り組んだが、国の調査結果が
未公表のため、実績値は測定できな
かったもの。

患者及び医療従事者が安心して病院を
利用できるよう、引き続き、未耐震の病院
の開設者に対して活用可能な補助金の
周知を行うなど耐震性の確保を促してい
く。

C

　研修会では、平時から福祉避難所
となる施設との運営に係る協議やさ
らなる福祉避難所確保の必要性、必
要な物資の整備等について説明し
た。
　令和５年度はオンラインで開催し、
業務都合等により参加できない市町
村があったため、目標値33市町村に
対して26市町村が参加と目標値を下
回った。

　市町村の担当職員を対象とした研修会
を引き続き開催し、平時から福祉避難所
となる施設との運営に係る協議の実施
や、必要な福祉避難所の更なる確保、物
資の確保を促すことにより、災害発生時
に円滑な福祉避難所の設置・運営ができ
るよう支援する。
　次年度以降、研修会の周知を早めに行
うことや、開催方法を見直すなどして、多
くの市町村が研修に参加し、適切な福祉
避難所の確保、整備が行われるよう取り
組む。

・地域介護・福祉空間整備等施設整
備交付金を活用し、令和５年度につ
いては、１施設に非常用自家発電設
備の整備の補助、１施設に給水設備
の整備の補助を行った。

・社会福祉施設等における耐震化及
びスプリンクラーの整備を促進する
ため、各市町村や施設設置者に対し
て、補助金を活用した整備の実施に
ついて周知を行った。

利用者や入居者等が安心して施設を利
用できるよう、国の社会福祉施設等施設
整備費補助金等を活用した介護施設や
障害福祉施設、児童福祉施設等の耐震
化及びスプリンクラーの整備を進めてい
く。
市町村と連携しながら施設設置者に対
し、補助金を活用した整備の実施につい
て周知を行っていく。

電子カルテ導入を検討している医療
機関が一定数あり、一部改修経費の
補助制度はあるものの、システム導
入への補助金制度がなく、大きな増
加は見込めない状況。

保健
福祉部

・災害拠点病院については、全て耐
震化済みであるが、未耐震の医療施
設については、継続して国の医療提
供体制整備交付金等を活用した施
設改修等を進めている。

258.1
病院の耐
震化率
（％）

- -

-

・災害発生時に避難が困難な方が多
く入所する施設等の安全・安心を確
保するため、国の社会福祉施設等施
設整備費補助金等を活用した介護
施設や障害福祉施設、児童福祉施
設等の耐震化及びスプリンクラーの
整備を進めている。

障害者支
援施設等
整備費補
助

地域介護・
福祉空間
整備等施
設整備事
業費補助

- - -
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

④　避難行動要支援者名簿の作成・活用

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ ○ ○ ○ ○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 25 28 31

実績値 22 27

⑤　要配慮者等への支援

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

〇 〇 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

〇 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

要配慮
者利用
施設
（社会
福祉施
設等）
におけ
る防災
体制の
強化

保健
福祉部

5

市町村
等職員
を対象
とした
研修会
等の実
施、市
町村の
取組促
進

7

要配慮
者利用
施設
（社会
福祉施
設等）
におけ
る避難
行動の
支援

復興防
災部

- - -

個別避難
計画作成
支援事業
費

0.7

避難行動
要支援者
の個別避
難計画を
作成して
いる市町
村数（市
町村）

6

・災害時に自ら避難することが困難
な方の避難支援を迅速かつ的確に
行うため、市町村等の職員を対象と
した災害救助法等の事務に関する
研修会等を実施するほか、各市町村
への情報提供や助言を行い、避難
行動要支援者名簿の活用や、具体
的な避難方法等を定めた個別計画
の策定など、発災時に適切な避難支
援を行うことができる体制づくりに向
けた市町村の取組を支援する。

・要配慮者利用施設（社会福祉施設
等）に対し、立地条件等の情報提供
を行っている。
・非常災害対策計画の策定及び避
難訓練の実施に関する定期的な点
検と指導・助言を行っている。
・非常災害対策計画の策定及び避
難訓練の実施について、要配慮者利
用施設（社会福祉施設等）の特徴に
応じたマニュアルの作成や先進的取
組事例の情報提供を行っている。

・要配慮者利用施設（社会福祉施設
等）に対する避難情報の正確な知識
の周知を徹底するよう取り組んでい
る。
・地域と連携した避難体制整備に向
け、先進的取組事例等の情報提供
や、地域と連携した避難訓練等の実
施に対する支援、協力を行ってい
る。
・同一市町村内に立地している県所
管要配慮者利用施設（社会福祉施
設等）と市町村等所管の同施設の間
で、非常災害対策等について情報共
有を行っている。
・住民に対し、福祉避難所の設置目
的の周知を行っている。

保健
福祉部

A

- - -

・これまで洪水浸水想定区域または土砂
災害警戒区域に立地している社会福祉
施設等に対し非常災害対策計画の策定
及び避難訓練の実施状況に関する調査
を行ってきたが、令和５年８月29日に津波
災害警戒区域が指定されたことを受け、
令和６年度からは調査の対象に津波災
害警戒区域に立地する社会福祉施設等
を追加し、引き続き定期的な点検と指導・
助言を行う。
・市町村等、関係部局と連携、情報共有
をしながら、社会福祉施設等に避難情報
の正確な知識などの周知を行うとともに、
実効性のある計画策定等を支援してい
く。

　令和５年度は、市町村における避
難行動要支援者を対象とした個別避
難計画の作成を支援するため、アド
バイザー派遣や研修会の開催、市
町村訪問による助言等を実施し、目
標値25市町村に対する実績値は27
市町村となり、目標を達成した。

　非常災害対策計画の策定及び避
難訓練の実施状況について調査を
行い、計画未策定、訓練未実施の社
会福祉施設等に対し、市町村等を通
じて指導・助言を行った。

　非常災害対策計画の策定及び避
難訓練の実施状況について調査を
行い、計画未策定、訓練未実施の社
会福祉施設等に対し、市町村等を通
じて指導・助言を行った。

・これまで洪水浸水想定区域または土砂
災害警戒区域に立地している社会福祉
施設等に対し非常災害対策計画の策定
及び避難訓練の実施状況に関する調査
を行ってきたが、令和５年８月29日に津波
災害警戒区域が指定されたことを受け、
令和６年度からは調査の対象に津波災
害警戒区域に立地する社会福祉施設等
を追加し、引き続き定期的な点検と指導・
助言を行う。
・市町村等、関係部局と連携、情報共有
をしながら、社会福祉施設等に避難情報
の正確な知識などの周知を行うとともに、
実効性のある計画策定等を支援してい
く。

　引き続き、市町村等の担当職員を対象
とした研修会を開催し、取組への理解促
進及び参考となる取組事例の共有等を図
るほか、沿岸市町村と専門家を交えた津
波避難に係る意見交換を行い、津波浸水
区域に居住する避難行動要支援者の把
握方法等について検討する。
　令和６年度からは、担当者職員意見交
換会を開催し、個別避難計画作成に係る
課題や先進事例の共有を通じて取組の
促進を図るほか、庁内の関係課を構成員
とするWGを設置し、取組環境の更なる整
備を行う。
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 50 50 50 50

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 48 50 45 49

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 50 50 50 50

実績値 48 46

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

・大規模災害時に、避難所等におい
て福祉的な支援を行う災害派遣福祉
チームの派遣体制を整備・強化する
ため、チーム員の募集・研修を実施
するとともに、感染症対策マニュアル
を作成するなど新興・再興感染症対
策の取組を実施することにより、チー
ム員の確保やスキルアップを図るほ
か、避難所を運営する市町村や関係
団体にチームについて周知し、チー
ムの活動する環境の整備を推進す
る。
・要配慮者への支援について明記し
た「市町村避難所運営マニュアル作
成モデル」や「新型コロナウイルス感
染症対策に配慮した避難所運営ガイ
ドライン」の適時適切な改訂を通じ
て、市町村の円滑な避難所運営体
制の構築に向けた取組を支援する。

福祉避
難所等
におけ
る福祉
的支援

9

8

福祉避
難所の
指定・
協定締
結

保健
福祉部

復興防
災部

・全ての市町村において、災害時に
円滑な福祉避難所の設置・運営を行
えるよう、市町村等の職員を対象とし
た災害救助法等の事務に関する研
修会等を実施するとともに、福祉避
難所となり得る社会福祉施設等を有
する事業者との協議や、新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大が懸念
される状況下での福祉避難所の開
設に備え更なる福祉避難所の確保
や必要な物資の確保等を促すなど、
市町村の取組を促進している。

5.6
災害派遣
福祉チー
ム数

災害派遣
福祉チー
ム派遣体
制強化事
業費

B

　岩手県災害派遣福祉チーム活動
マニュアルに基づく研修に加え、災
害福祉支援ネットワーク中央セン
ターが実施する全国共通研修を導
入し、チーム員のスキル向上を図っ
た。

　チーム員確保のための登録研修及び
チーム員の技術向上のためのスキルアッ
プ研修を実施するとともに、各圏域への
コーディネーターの配置を進め、チーム
員同士及び保健医療関係チーム等との
連携を図ることにより、派遣体制の整備
及び強化に努める。

- - -

　市町村における発災時の円滑な福
祉避難所を設置・運営を支援するた
め、市町村職員を対象とした災害救
助法の研修会の開催や市町村の福
祉避難所設置に係る取組状況の調
査、市町村へのヒアリングによる課
題の把握や解決に向けた助言等を
実施した。

　引き続き、災害救助法の研修会や福祉
避難所設置に係る取組状況調査等の実
施により市町村の取組を支援していく。

10

要配慮
者（難
病患者
等）へ
の医療
的支援

保健
福祉部

・県内の非常用電源装置を必要とす
る在宅難病患者数や当該患者への
非常用電源装置の確保状況を調査
し、必要に応じて、患者に貸与するた
めの非常用発電の整備について、医
療機関への働きかけなどを行ってい
る。
・災害時における透析患者への支援
を行うため、情報収集及び連絡、透
析に必要な水及び医薬品等の確
保、後方支援としての代替透析施設
の確保や通院手段及び宿泊施設の
確保等について定めた「岩手県災害
時透析医療支援マニュアル」が災害
時に有効に機能するよう、随時、見
直しを実施するなど、透析医療関係
機関・団体との連携強化を図ってい
る。

- - -

・県内の非常用電源装置を必要とす
る在宅難病患者数や当該患者への
非常用電源装置の確保状況を調査
し、患者に貸与するための非常用発
電の整備について、医療機関への
働きかけなどを行った。
・透析を実施する医療機関に対し,透
析患者の受診状況などの情報収集
を行った。

・県内の非常用電源装置を必要とする在
宅難病患者数や当該患者への非常用電
源装置の確保状況の調査を継続してい
く。
・引き続き、患者に貸与するための非常
用発電の整備について、医療機関への
働きかけを行っていく。
・マニュアルが災害時に有効に機能する
よう、見直しを実施するなど、透析医療関
係機関・団体との連携強化を図っていく。
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 157,000 169,000 181,000 36,000

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 160,978 174,560 183,873 31,172

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 48,000 60,000 72,000 84,000

実績値 41,382 53,629

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 78.8 84.8 90.9

実績値 72.7 72.7

12

災害時
におけ
る福祉
機能の
維持

保健福
祉部

・福祉施設において、給水設備及び
非常用自家発電設備等の確保を進
める。
・福祉機能を支えるため、関係機関
と連携し、水や燃料、支援に必要な
資器材が優先的に配分されるような
協力体制の構築やＢＣＰの策定等に
より事業継続性を確保する。

- - -

３人以上
の女性委
員が参画
する市町
村防災会
議の割合
（％）

25.6

いわて男
女共同参
画プラン
推進事業
費

13

男女の
ニーズ
の違い
に配慮
した支
援

復興防
災部
・
環境
生活部

11

要配慮
者（高
齢者・
障がい
者等）
への福
祉的支
援

保健
福祉部

・地域介護・福祉空間整備等施設整
備交付金を活用し、令和５年度につ
いては、１施設に非常用自家発電設
備の整備の補助、１施設に給水設備
の整備の補助を行った。

・社会福祉施設等における耐震化及
びスプリンクラーの整備を促進する
ため、各市町村や施設設置者に対し
て、補助金を活用した整備の実施に
ついて周知を行った。

　福祉施設への給水設備や非常用自家
発設備への補助等、災害時における福祉
機能が維持されるよう支援していく。

難病特別
対策推進
事業費

介護予防
市町村支
援事業費

高齢者総
合支援セ
ンター運
営事業費

地域密着
型サービ
ス施設等
整備事業
費補助

0.6

7.3

51.6

566.1

認知症サ
ポーター
数（累計）
（人）

・住民主体の介護予防や通いの場の
充実に向けた市町村の取組を支援し、
高齢者の自発的な参加意欲に基づく、
継続性のある、効果的な介護予防の
取組を促進している。
・県高齢者総合支援センターにおいて
認知症サポーター養成講座を開催し、
認知症に対する正しい知識と理解の普
及を図っている。
・介護老人福祉施設等の被災を想定
し、入所者の移送も含めた施設間（施
設が所在する広域間）の支援体制の
構築を進める関係団体の取組を支援
している。
・特別養護老人ホームの計画的整備
や、認知症対応型共同生活介護及び
特定施設入居者生活介護事業所など
の居住系サービス基盤の整備を行う市
町村の取組を支援している。
・障がい者及びその家族が安心して避
難生活を送れるよう「障がいのある人
もない人も共に学び共に生きる岩手県
づくり条例」の積極的な周知を図るな
ど、広く県民に障がいの理解を深める
取組を推進している。

・平時より防災に係る政策・施策決定
過程において男女共同参画が図ら
れるよう市町村に働きかけを行って
いる。
・被災した女性の様々な不安や悩
み、ストレス及び性差別的取扱に関
する相談に対応するため、平時から
女性のための相談窓口を岩手県男
女共同参画センターに開設し、気軽
に相談できる体制を整えている。ま
た、男性や性的マイノリティ（LGBT
等）の悩みや困りごとに関する相談
にも対応する。

・認知症サポーター数（累計）につい
ては目標値60,000人に対して実績値
53,629人となり達成できなかったもの
の、単年度で見ると12,247人が受講
しており、前年度よりも2,000人余り
増加しているほか、市町村が実施す
る小中学生を対象とした養成講座へ
の講師派遣の支援等を行った。

・介護予防については、「介護予防
のための地域づくりアドバイザー」派
遣により、市町村の地域づくりによる
介護予防への理解の促進及び住民
主体の通いの場づくりの取組の促進
を図った。

・障がいのある人に対する不利益な
取扱や差別、虐待をなくすため、障
害への理解を深めるための出前講
座や障害福祉サービス事業所等の
職員に対する研修を実施して普及啓
発を図った。

・認知症サポーターについては、令和６年
度から企業・職域向けを対象とした養成
を強化しており、要配慮者(高齢者及び認
知症高齢者)の増加が見込まれる中で、
引き続き介護予防や通いの場の取組等
と併せて、取組を継続する必要がある。

・引き続き、障がいのある人に対する不利
益な取扱や差別、虐待をなくすため、出
前講座や障害福祉サービス事業所等の
職員に対する研修を実施して普及啓発に
取り組む。

Ｂ

B

　市町村主管課長会議等の機会を
活用し、他市町村の取組事例の情
報提供を行うなど、市町村防災会議
への積極的な女性登用の働きかけ
を行った。
　また、被災した女性の不安や悩み
に対応するため、岩手県男女共同参
画センターに相談窓口を設置した。

　引き続き、市町村主管課長会議やトップ
セミナー等の機会を活用し、平時から、防
災に係る政策・施策決定過程において男
女共同参画が図られるよう市町村に働き
かけていく。
　被災した女性の不安や悩みに対して
は、引き続き、相談体制を維持する。
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 51

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 52

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 61 71 81 91

実績値 55 63

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 1

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 1

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 2 3 4 5

実績値 2 3

・発災時に被災地への支援が迅速、
円滑かつ効果的に行われるよう、災
害時総合支援協定に基づく連携の
取組を継続する。

- - -

　岩手県社会福祉協議会及び県内
市町村社会福祉協議会の相互支援
協定に基づき編成される災害対応
初動チーム員の初動時の状況把握
と必要な支援の見立て等の対応力
を強化することを目的として、岩手県
社会福祉協議会において「県内市町
村社協災害対応初動チーム員研修
会」を実施した。

　岩手県社会福祉協議会において「県内
市町村社協災害対応初動チーム員研修
会」を実施し、各関係機関の連携強化に
向けた取組を継続する必要がある。

国際交流
センター
管理運営
費

地域多文
化共生推
進費

23.6

2.1

　災害時に対応する災害時多言語
サポーターの養成に取り組んだが、
認定者数は令和５年度累計目標値
71人に対し実績値は63人となり、目
標値を下回った。

　やさしい日本語や多言語による情報の
伝達、災害時に対応できるボランティアの
育成に継続的に取り組むとともに、災害
発生時に備えた実践訓練等の実施によ
り、災害時の在留外国人支援体制の構
築に取り組んで行く。

16

災害用
医薬品
等の確
保

保健
福祉部

・県医薬品卸業協会、県医療機器販
売業協会、日本産業・医療ガス協会
東北地域本部医療ガス部門岩手県
支部及び県薬剤師会の４者との協定
の締結を継続し、協定が災害時に有
効に機能するよう、随時、協定及び
マニュアルの見直しや防災訓練の実
施などにより連携強化を図っている。

災害時多
言語サ
ポーター
認定者数
（累計）
（人）

17

こころ
のケア
体制の
確保

保健
福祉部

14

外国人
への支
援

ふるさ
と振興
部

15

福祉関
係機関
の連携
体制の
構築

保健
福祉部

被災地こ
ころのケ
ア対策事
業費

災害派遣
精神医療
チーム設
置事業費

403.3

2.6

災害派遣
精神医療
チーム
（DPAT）
のチーム
員を対象
とした研
修会の実
施回数
（累計）
（回）

・岩手県こころのケアセンター（中央
センター、地域センター（４か所））に
おいて、地域で被災者のこころのケ
アを担う人材の育成に取り組んだほ
か、関係機関の連携強化を図った。

・災害派遣精神医療チーム運営協議
会を開催したほか、DPAT隊員及び
DPAT隊員としての活動を検討して
いる医療従事者向け研修を実施し、
資質向上とチームの充実を図った。

・こころのケア活動を担う人材の育成、関
係機関のネットワーク強化などの取組を
実施していく。

・大規模災害等発生時に、被災地域の要
請に基づき、精神保健医療需要に対応で
きるよう、DPAT指定医療機関との協定締
結、研修や訓練参加によるチームの質の
維持向上、活動に必要な資機材の整備
を進めていく。

- -

・県医薬品卸業協会、県医療機器販
売業協会、日本産業・医療ガス協会
東北地域本部医療ガス部門岩手県
支部及び県薬剤師会の４者との協
定を継続している。

・また、令和6年4月には、マニュアル
に定める緊急時連絡網を改訂した。

県医薬品卸業協会、県医療機器販売業
協会、日本産業・医療ガス協会東北地域
本部医療ガス部門岩手県支部及び県薬
剤師会の４者との協定を継続するととも
に、協定が災害時に有効に機能するよ
う、随時、協定及びマニュアルの見直しや
防災訓練の実施などにより連携強化を図
る。

-

・こころのケア活動を担う人材の育
成、関係機関のネットワークの強化
などの取組を実施している。
・今後、大規模災害等の発生時に専
門的な精神医療の提供及び精神保
健活動の支援等を目的とする災害
派遣精神医療チーム（DPAT）の設置
について進めるとともに、チーム員の
資質向上のための研修を実施する。

・やさしい日本語や多言語による防
災情報の提供、災害時情報の伝達、
災害時に対応するボランティア育成
や派遣等の体制整備を行っている。

B

A
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 150

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 106

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 200 260 320 380

実績値 181 350

-

　小・中学校、県立学校（高等学校・
特別支援学校）へのスクールカウン
セラーの配置・派遣や教育事務所等
へのエリア型カウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーの配置など、教
育相談体制の充実を図るとともに、
心とからだの健康観察の実施によ
り、きめ細かな心のサポートを行っ
た。
　学校心理士資格を有する人材育成
のための総合教育センターにおける
長期研修、また、「こころのサポート」
に係る資質向上のための教員研修
を実施した。
　なお、令和３年度から県立高校、令
和４年度から公立中学校における
「こころのサポート校内研修会」を２
年に一度の悉皆研修として位置付け
て実施した。

　引き続き、スクールカウンセラーの配置
やスクールソーシャルワーカーの配置な
どの人的支援や心とからだの健康観察
の実施、教員研修等に取組んでいく。

児童生徒
健全育成
推進費（ス
クールカウ
ンセラー等
配置事業
費）

児童生徒
健全育成
推進費（ス
クールソー
シャルワー
カー配置事
業費）

児童生徒
健全育成
推進費（24
時間いじめ
相談ダイヤ
ル事業費）

313.2

36.7

3.6

・小・中学校、県立学校（高等学校・
特別支援学校）へのスクールカウン
セラーの配置・派遣、教育事務所へ
のスクールソーシャルワーカーの配
置及び児童生徒の心とからだの健
康観察等により、きめ細かい心のサ
ポートに取り組んでいる。
・児童生徒の心のサポートに係る資
質向上に向けた教員研修を推進す
る。

18

児童生
徒の心
のサ
ポート

教育
委員会
事務局

6.2
動物愛護
管理推進
事業費

19
動物救
護対策

環境
生活部

・防災訓練の実施等を通じて関係機
関との連携を強化するとともに、訓練
の結果や動物の飼養状況等を踏ま
え、随時、協定及び「災害時の動物
救護マニュアル」の見直しを行ってい
る。
・災害時の対応力の強化の観点か
ら、災害時の同行避難に関する訓練
等の実施について、市町村等に働き
かける。

　市町村や獣医師会等関係団体と
連携して同行避難訓練を実施し、R5
年度単体で169人の参加となり、目
標を達成した。

災害時の
同行避難
に関する
訓練等参
加者数
（累計）
（人）

　引き続き、市町村や獣医師会等関係団
体と連携して同行避難訓練の実施等によ
り、災害時の対応力の強化に取り組む。

A

15



指標名 達成

①　支援物資の供給等に係る広域連携体制の構築

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 1

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 1

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 2 3 4 5

○ 実績値 2 3

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 1

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 1

○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 2 3 4 5

○ 実績値 2 3

②　再生可能エネルギーの導入促進　

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 25.0 29.0 35.0 36.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 29.5 34.4 41.7 38.6

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 37.0 50.9 51.0 53.8

○ 実績値 41.0 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 25.0 29.0 35.0 36.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 29.5 34.4 41.7 38.6

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 37.0 50.9 51.0 53.8

○ 実績値 41.0 -

1

A

（再掲）災
害時の燃
料供給に
係る訓練
への参加
回数（累
計）

2.0

-

災害時の
燃料供給
に係る訓
練への参
加回数
（累計）

避難所
等への
燃料等
供給の
確保

商工
労働
観光部
・

復興防
災部

緊急車
両等へ
の石油
燃料供
給の確
保

2

災害時給
油所地下タ
ンク製品備
蓄促進事
業負担金

商工
労働
観光部

3

風力発
電や地
熱発電
導入の
理解促
進、事
業者の
円滑な
取組促
進

引き続き、自立・分散型エネルギー供給
システムの導入に取り組む市町村の支援
等を実施し、地域の供給システムの構築
に取り組む。

引き続き、再生可能エネルギーの導入に
係る低利融資制度などを実施するほか、
事業者や市町村を対象としたセミナーの
開催や送電インフラ増強等の環境整備に
向けた国への要望を実施するなど、地域
に根ざした再生可能エネルギーの導入促
進を図る。

952.4

　図上及び実働訓練を通じて、関係機関
の連携を強化していく。
　岩手県石油商業協同組合との災害時
の協定について、平時からの災害対策を
盛り込んだ改定を検討しており、引き続
き、岩手県石油商業協同組合及び庁内
関係部局との連携を継続していく。

令和５年度の電力自給率は、国の
統計結果が公表されていないため測
定できないが、引き続き、太陽光を
はじめとした設備の導入が進んでい
る。令和５年度は、自立・分散型供
給システムの導入に取り組む市町村
の導入支援を行った。

-

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価

【４）産業分野】

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

今後の取組の方向性
目標値・実績値

・県石油商業共同組合や県高圧ガ
ス保安協会との協定が災害時に
有効に機能するよう、必要に応じ
て協定の見直しや防災訓練の実
施により連携を強化している。

-

　災害時の燃料の確保、調達及び
あっせんについて、関係機関との連
携を確保するため、令和５年度は石
油連盟が主催する災害時石油供給
連携計画訓練に参加し、目標を達成
した。

4

自立・
分散型
エネル
ギー供
給体制
整備

環境
生活部

137.2

　災害時の燃料の確保、調達及び
あっせんについて、関係機関との連
携を確保するため、令和５年度は石
油連盟が主催する災害時石油供給
連携計画訓練に参加し、目標を達成
した。

　図上及び実働訓練を通じて、関係機関
の連携を強化していく。
　岩手県石油商業協同組合との災害時
の協定について、平時からの災害対策を
盛り込んだ改定を検討しており、引き続
き、岩手県石油商業協同組合及び庁内
関係部局との連携を継続していく。

A

再生可能
エネル
ギーによ
る電力自
給率（％）

　令和５年度の電力自給率は、国の
統計結果が公表されていないため測
定できないが、引き続き、太陽光を
はじめとした設備の導入が進んでい
る。令和５年度の主な取組としては、
再生可能エネルギーの導入に係る
低利融資制度による支援等を行っ
た。

-

環境
生活部

・風力発電や地熱発電の導入につ
いて、セミナー等の開催による理
解促進を図るとともに、市町村と連
携しながら具体的に事業化を図る
事業者の円滑な取組を促進してい
る。

（再掲）再
生可能エ
ネルギー
による電
力自給率
（％）

・協定が災害時に有効に機能する
よう、必要に応じて、協定の見直し
や防災訓練の実施により連携を強
化している。

・地域が災害時においても一定の
エネルギーを賄えるよう、地域資
源である再生可能エネルギーを最
大限活用した自立・分散型エネル
ギー供給システムの構築を進めて
いる。

再生可能
エネルギー
利用発電
設備導入
促進資金
貸付金

再生可能
エネルギー
導入促進
事業費
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価
KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

今後の取組の方向性
目標値・実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 19 19 19 20

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 19 19 19 20

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 20 20 20 20

○ 実績値 20 20

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 233,000

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 243,110

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 233,800 230,650 230,790 230930

○ 実績値 299,810 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

④　建設業の育成

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

6

木質バ
イオマ
ス利用
機器の
導入促
進、安
定供給
体制の
整備

農林
水産部

木質バイオ
マス熱電
利用促進
事業費

2.0

5

・再生可能エネルギー導入量の維
持・拡大を図るため、水力や風力
を活用した県営発電所の建設や
再開発を進めている。

水力や
風力を
活用し
た県営
発電所
の建設
推進

-

再生可能
エネル
ギーを活
用した県
営発電所
数（か所）

－

　引き続き、計画的な発電所の修繕・改
良や保守管理の高度化に取り組むととも
に、地球温暖化防止に向けた低炭素社
会の形成に寄与するため、新規開発や発
電所の再開発を推進する。

　令和５年度は、県内重要港湾及び
いわて花巻空港において、脱炭素化
推進計画の策定に向け、関係者で
構成されている脱炭素化推進協議
会を開催し、計画（案）の作成に取り
組んだ。

　県内重要港湾及びいわて花巻空港に
おける脱炭素化推進計画を策定し、計画
に基づく脱炭素化の取組を推進する。

　公共施設や産業分野等への木質バイ
オマス利用機器の導入や未利用材の有
効活用による木質燃料の安定供給の促
進に向けて取り組んでいく。

　引き続き、地域維持型契約方式の拡大
に向けて、説明会を行い、地域建設企業
の安定的な確保を図る。

A

- -8

地域建
設企業
の安定
的な確
保

県土
整備部

・将来にわたって地域維持事業を
担う地域建設企業の安定的な確
保を図るため、「地域維持型契約
方式」の拡大について、地域の実
情を考慮しながら取り組んでいる。

　令和５年度は胆沢第二、入畑発電
所の再開発に取り組み、また、計画
的な発電所の修繕・改良にも取り組
むことで目標を達成した。

・公共施設や産業分野等における
木質バイオマス利用機器の導入
促進や「熱電併給システム」の普
及などに取り組むとともに、木質燃
料の安定供給に向け、関係者間で
の原木等の需給情報の共有と未
利用間伐材等の有効活用を推進
している。

　令和５年度の実績値は、集計中で
あり測定できないが、フォーラムの開
催による普及啓発やコーディネー
ターによる事業者等への技術指導な
どに取り組んだ。

チップの
利用量
（BDｔ）

- -

-

　令和５年度は、地域維持型契約方
式の拡大に向けて、希望のあった地
区で説明会を行ったほか、実施中の
地区においては地域建設企業の安
定的な確保が図られた。

7

港湾・
空港の
脱炭素
化推進

県土整
備部

・港湾・空港の脱炭素化推進を通
じ、活用可能なエネルギーの多様
化と供給源の分散化を図ってい
る。

- -

企業局
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価
KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

今後の取組の方向性
目標値・実績値

⑤　農林水産業の生産基盤・経営の強化

H30 R1 R2 R3

目標値 95,000 100,700 103,000 105,300

実績値 92,444 100,075 100,584 102,241

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 R4 R5 R6 R7

目標値 107,600 109,900 112,200 114,500

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 103,731 102,811

H30 R1 R2 R3

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 4,950 4,950 4,950 3,960

○ 実績値 4,766 4,500 4,073 3,267

R4 R5 R6 R7

目標値 3,570 3,180 2,790 2,400

実績値 3,745 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 15,700

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 15,814

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 16,000 16,400 16,700 17,000

○ 実績値 16,109 16,452

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 950

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 993

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 1,000 1,050 1,100 1,150

○ 実績値 804 849

・効率的かつ安定的な林業経営の
確立に向け、森林施業の集約化を
促進するとともに、計画的な路網
整備を推進し、森林整備事業等に
よる伐採跡地への造林、間伐など
を継続して進める。

10
農林
水産部

－

地域の中
心経営体
等への農
地集積面
積（ha）

森林整備事
業費補助

森林・林業・
木材産業グ
リーン成長
総合対策事
業費（施設
等整備事業
費補助）

森林・林業・
木材産業グ
リーン成長
総合対策事
業費（林業
機械リース
支援事業費
補助）

森林・林業・
木材産業グ
リーン成長
総合対策事
業費（間伐・
路網・再造
林関係）

526.3

253.4

6.8

500.8

・農産物の生産コスト低減や作業
の効率化を図るため、農地の大区
画化や排水対策など生産基盤の
整備を進めている。

再造林面
積（ha）

　森林資源の循環利用を進めるため、国
庫事業やいわての森林づくり県民税を活
用し、低コストな再造林技術の普及など
に努めるとともに、伐採跡地への再造林
や間伐等の森林整備の促進に一層取り
組んでいく。

水田整備
面積（ha)

　農産物の生産コスト低減や作業の
効率化を図るため、生産基盤の整備
を進め、水田整備面積は、目標値
16,400haに対して、実績値16,452ha
となり、目標を達成した。

　引き続き、農地の大区画化や排水対策
など生産基盤の整備を進めていく。

Ｂ

Ａ

　木材の需要減に伴う主伐面積の減
少により、その後の再造林の面積も
減少したことなどから目標値を下
回ったが、国や県の補助事業等を活
用した再造林を促進し、目標値
1,050haに対して、実績値849haと概
ね目標を達成した。

荒廃農地
面積（ha）

　令和５年度の荒廃農地面積の実
績値は、国の統計結果が公表されて
いないため測定できないが、中山間
地域等直接支払制度などを活用した
農業生産活動等への支援や農業委
員会等による農地パトロール等に取
り組んだ。

　これまでの取組に加え、現在、策定を進
めている将来の農地利用の姿を明確にし
た地域計画（目標地図）に基づき、地域農
業を担う経営体への農地集積等につなげ
ていく。

11

効率的
かつ安
定的な
林業経
営の確
立

農林
水産部

　これまでの取組に加え、現在、策定を進
めている将来の農地利用の姿を明確にし
た地域計画（目標地図）に基づき、地域農
業を担う経営体等への農地集積等につ
なげていく。

Ｂ

　法人の廃業や集落営農組織の解
散等により、担い手の集積面積から
控除されたため、目標値を下回った
が、ほ場整備や農地中間管理事業
の活用促進に取り組み、目標値
109,900haに対して、実績値
102,811haと概ね目標を達成した。

効率的
かつ安
定的な
農業経
営に向
けた生
産基盤
の整備

中山間地
域総合整
備事業費

324.2

9

農地利
用の最
適化支
援

農林
水産部

・市町村、農業委員会及び農地中
間管理機構との連携による農地の
利用調整と担い手への農地集積、
農業者等が行う荒廃農地の再生
利用の取組を支援している。

農業経営基
盤強化促進
対策事業費

農地中間管
理事業推進
費

鳥獣被害防
止総合対策
事業費

鳥獣被害防
止総合対策
事業費（有害
鳥獣捕獲等
強化支援事
業費）

経営体育成
基盤整備事
業費

794.1

213.9

333.7

14.4

3,180.6
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価
KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

今後の取組の方向性
目標値・実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 15

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 19

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 20 29 34 39

○ 実績値 24 30

　引き続き、機能保全計画に基づく適時・
適切な補修・更新などの長寿命化対策に
取り組んでいく。

12

漁業生
産基盤
の有効
かつ効
率的な
活用

農林
水産部

・水産物を安定的に供給するた
め、水産物供給基盤機能保全事
業等を活用し、機能保全計画に基
づく適時・適切な補修・更新など、
漁港施設の長寿命化とライフサイ
クルコストの低減を図る計画的な
保全管理を推進する。

水産物供
給基盤機
能保全事
業費

Ａ720.3

漁港施設
の長寿命
化対策実
施施設数
（累計）
（施設）

　老朽化した漁港施設の補修・更新
を進め、目標値29施設に対して、実
績値30施設となり、目標を達成した。

19



指標名 達成

①　道路施設の整備等　

H30 R1 R2 R3

目標値 9.7

実績値 9.7

R4 R5 R6 R7

目標値 16.1 20.4 24.7 29.0

実績値 16.1 20.4

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値 17.8

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 20.1

○ ○ ○ ○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 19.4 21.2 21.9 23.1

○ 実績値 20.7 21.0

H30 R1 R2 R3

目標値 10

実績値 10

R4 R5 R6 R7

目標値 13 24 27 34

実績値 13 17

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ ○ ○ ○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

　災害に強く信頼性の高い道路ネットワー
クの構築に向けて、引き続き、緊急輸送
道路の機能強化に取り組んでいく。

-

11,871.0

30.0

380.0

6,348.1

352.5

3,033.5

A
道路環境
改善事業
費

　災害に強く信頼性の高い道路ネットワー
クの構築に向けて、引き続き、緊急輸送
道路の防災対策に取り組んでいく。

　農道の個別施設計画に基づき、計画的
に補修・更新などの長寿命化対策を支援
していく。

　林道の個別施設計画に基づき、老朽化
した施設の保全対策が適切に行われるよ
う、管理者である市町村と一層の連携を
図るなど、事業の円滑な実施に取り組ん
でいく。

534.0

　保全対策整備を予定していた農道
の一部において、岩盤層が出現した
ことにより、対策工法の検討及び対
策工事に不測の日数を要したが、目
標値21.2kmに対して、実績値21.0km
と概ね目標を達成した。

　保全整備を予定していた林道の一
部において、工法の検討に期間を要
し、補修等が６年度になったため、目
標値24％に対し、実績値17％とな
り、目標を下回った。

Ｃ

基幹農道
の保全対
策整備延
長（km）

Ｂ

　令和５年度は、緊急輸送道路にお
ける橋梁の耐震補強や落石等に対
する防災対策等に取り組んだ。

道路環境改
善事業費

橋りょう補修
事業費・橋
りょう補強事
業費

道路災害防
除事業費

地域連携道
路整備事業
費

地域道路整
備事業費

直轄道路事
業費負担金

県土
整備部

2

災害に
強く信
頼性の
高い幹
線道路
ネット
ワーク
の構築

緊急輸送
道路の法
面等の平
成29年度
点検要対
策箇所
（ランクA）
のうち、
対策完了
率（％）

林道橋・
林道トン
ネルを対
象とした
保全整備
率（％）

林道整備
事業費

1,665.7

・大規模災害発生時等における緊
急輸送を確保するため、緊急輸送
道路上の落橋等のおそれがある橋
梁の耐震補強を推進している。ま
た、交通麻痺により物資を運べな
い事態を抑制するため、道路構造
物の液状化対策を推進している。
・災害時における避難活動や緊急
物資輸送、救護活動等を安全かつ
円滑に行うため、高規格道路の整
備促進を図るとともに、国の社会資
本整備総合交付金等を活用し、重
要物流道路や代替・保完路、緊急
輸送道路等の整備を推進し、防災
機能の強化を図る。
・医療活動や避難所等における感
染症対策に必要な資機材確保を支
えるため、交通ネットワーク強化を
図る。

道路施
設の防
災対策

県土
整備部
・
農林
水産部

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価

【５）国土保全・交通分野】

今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1

・大規模災害発生時におけるライフ
ライン確保のため、国の防災・安全
交付金等を活用し、落石や崩壊の
おそれのある斜面等の対策を進め
るとともに、必要に応じて危険箇所
の再点検を実施している。
・渡河部の道路橋や河川に隣接す
る道路の流失により、被災地の孤
立が長期化しないよう、橋梁や道
路の洗掘防止等の対策や橋梁の
架け替え等を推進する。また、近年
の強雨傾向等を踏まえ、道路やア
ンダーパス部等における排水施設
及び排水設備の補修等を推進して
いる。
・大規模災害時の救急救命・復旧
活動を支えるため、緊急輸送道路
や孤立を長期化させるおそれのあ
る道路の法面・盛土等において、災
害リスクを把握するとともに、道路
区域外からの土砂流入等の近年
の被災事例等を踏まえた耐災害性
評価（リスクアセスメント）等も活用
し、効率的・効果的に対策を推進し
ている。
・農林道トンネル等の点検・診断等
を踏まえ、老朽化した施設の保全
対策が適切に行われるよう、管理
者である市町村等の取組を支援し
ている。

11,871.0

　令和５年度は、緊急輸送道路の落
石等の対策が必要となるランクＡ ４
箇所の整備を完了し、対策完了率の
実績値は20.4%となり、目標を達成し
た。

農道整備
事業費
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

H30 R1 R2 R3

目標値 95.3

実績値 94.7

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 R4 R5 R6 R7

目標値 95.8 96.4 96.9 98.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 95.3 95.3

○ ○ ○ ○ ○ H30 R1 R2 R3

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 25.9

○ 実績値 32.5

R4 R5 R6 R7

目標値 38.1 38.1 39.4 40.5

実績値 36.6 38.3

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ ○ ○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

　災害に強く信頼性の高い道路ネットワー
クの構築に向けて、引き続き、緊急輸送
道路の整備に取り組んでいく。

　道路利用者の安全な通行を確保するた
め、引き続き、通学路等への歩道設置や
交通安全施設等の整備に取り組んでい
く。

　令和５年度は、緊急輸送道路
1.7kmの整備を完了し、令和５年度
累計目標値38.1㎞に対する実績は
38.3㎞となり、目標を達成した。

　災害に強く信頼性の高い道路ネットワー
クの構築に向けて、引き続き、緊急輸送
道路の耐震補強に取り組んでいく。

県土
整備部3

緊急輸送
道路の整
備延長
（km）

緊急輸送
道路にお
ける落橋
等のおそ
れがある
橋梁
（15m以
上・複数
径間）の
耐震補強
進捗率
（％）

道路環境
改善事業
費

地域連携
道路整備
事業費

地域道路
整備事業
費

11,871.0

6,348.1

352.5

・地震発生時の避難路や人命救
助・被災者支援活動のための交通
ルートを確保するため、積雪寒冷
地等の地域特性を踏まえながら、
避難路の機能を有する道路整備を
推進するとともに、緊急輸送道路等
の沿道建築物について、倒壊によ
る道路閉塞を未然に防ぐため、国
の防災・安全交付金等を活用し、
市町村等と連携して、沿道建築物
の耐震化の促進を図る。
・災害時の広域避難や救援物資輸
送にも資する高規格道路等へのア
クセス性の向上を図る。

避難路
の機能
を有す
る道路
整備や
沿道建
築物の
耐震化

B

　緊急輸送道路における落橋のおそ
れがある橋梁（15ｍ以上・複数径間）
の耐震補強については、設計・施工
に係る関係機関との調整に時間を
要したこと等により、目標値を下回っ
たが、目標値96.4％に対して、実績
値95.3％と概ね目標を達成した。

A

　令和５年度は、道路利用者の安全
な通行を確保するため、歩道等の交
通安全施設の整備に取り組んだ。

4

交通安
全施設
等の整
備

県土整
備部

・道路利用者の安全安心を確保す
るため、また、災害や事故発生時
に迅速に道路利用者が避難・退避
できるようにするため、歩行者や自
転車、自動車等が適切に分離され
た安全な道路空間の整備や防護
柵・標識・路面表示の充実等、交通
安全対策を推進する。
・災害発生時に被災者を受け入れ
るため、また、被災地に向かう自衛
隊・警察・消防等の後方支援基地と
するため、道の駅などの道路休憩
施設の整備を行う。「防災道の駅」
や「防災拠点自動車駐車場」を中
心に「道の駅」の防災機能強化を
図るとともに、災害時にも活用可能
なＡＩカメラや高付加価値コンテナ等
の設置、ＢＣＰの策定等、災害対応
の体制構築を推進する。

道路環境
改善事業
費

11,871.0 -
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

②　津波防災施設の整備等　

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値 12

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 12

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 - - - -

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

県土
整備部

・津波により被害を受けるおそれの
ある住宅について、市町村と連携し
て、所有者に対して危険性の周知
を行うほか、住宅・建築物安全ス
トック形成事業等を活用し、危険住
宅の除去及び移転住宅の建設へ
の補助等を実施する。

- - -

　津波防災対策を確実なものとするため、
引き続き、水門・陸閘自動閉鎖システムを
含む各種施設の適切な維持・管理を継続
していく。

・　津波防災対策を確実なものとするた
め、引き続き、施設の巡視点検等、適切
な維持・管理に取り組んでいく。
・　安全で安心な防災のまちづくりを進め
るため、引き続き、湾口防波堤の整備に
向け、国と調整を続けていく。

　津波防災地域づくりに関する法律
第53条第１項に基づく津波災害警戒
区域を令和５年８月29日に指定し
た。

　最大クラスの津波に対しては、避難を中
心としたソフト対策により被害の軽減を図
ることとしており、引き続き、市町村が進
めるハザードマップの作成を促進するた
めの助言等を行っていく。

　国の住宅・建築物安全ストック形成
事業等を活用し、市町村と連携しな
がら危険住宅の除去及び移転住宅
の建設を促進している。

　引き続き、国の住宅・建築物安全ストッ
ク形成事業等を活用し、市町村と連携し
ながら危険住宅の除去及び移転住宅の
建設を促進していく。

津波防
災施設
の整備

海岸水
門等操
作の遠
隔化・
自動化

県土
整備部

　遠隔化・自動化された海岸水門等
による津波防災対策を確実なものと
するため、水門・陸閘自動閉鎖シス
テムを含む各種施設の適切な維持・
管理を行っている。

・遠隔化・自動化された海岸水門等
による津波防災対策をより確実な
ものとするため、施設整備後も適切
な管理を継続していく。

- -

★

6

県土
整備部

8

津波に
対する
住宅等
の安全
対策

7

津波ハ
ザード
マップ
の作成

県土
整備部

5

・東日本大震災津波からの復旧・
復興事業により整備された防潮堤
等の津波防災施設による津波防災
対策をより確実なものとするため、
施設整備後も適切な管理を継続し
ていく。
・人命と暮らしを守る安全で安心な
防災のまちづくりを進めるため、国
と連携して、湾口防波堤の整備を
推進する。

港湾災害
復旧事業
費

直轄港湾
事業費負
担金

0

471.8

9,558.6
河川等災
害復旧事
業費

-

・避難を中心としたソフト対策により
被害の軽減を図るため、津波ハ
ザードマップの作成に必要な、日本
海溝・千島海溝沿いの巨大地震モ
デル等を踏まえた最大クラスの津
波による浸水想定に基づき、令和
５年８月に津波災害警戒区域を指
定したところであり、引き続き、市町
村が最大クラスの津波に対応した
ハザードマップの作成を促進する
ための助言等を行う。

- -

津波浸水
想定区域
の設定市
町村数
（市町村）

・　東日本大震災津波からの復旧・
復興事業により整備した防潮堤等の
津波防災施設による津波防災対策
を確実なものとするため、施設の巡
視点検等、適切な維持・管理を行っ
ている。
・　湾口防波堤の整備に向け、国へ
要望するとともに、直轄事務所等と
調整を行った。

-
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

③　港湾・漁港の耐震・耐津波強化・体制整備

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

9

港湾施
設の耐
震・耐
津波強
化対策
等

県土
整備部

・県内の港湾が、災害時における
経済活動の継続を確保するための
物流拠点として、また、緊急物資や
人員などの輸送拠点として重要な
役割を果たすことができるよう、気
候変動に伴い激甚化・頻発化する
風水害や、切迫する大規模地震に
対応するため、耐震強化岸壁の整
備促進等により港湾施設の機能強
化を図る。
・大規模津波による甚大な被害の
発生を防ぎ、速やかに復旧等を可
能とするため、「粘り強い構造」の
防波堤や避難施設の整備等、港湾
における津波対策を進める。
・物流・産業・生活機能が集積し、
多様な関係者が存在する臨海部に
おいて、岸壁・防潮堤等の被災リス
クや堤内地・堤外地の浸水リスク、
漂流物により海上輸送の大動脈が
機能不全に陥るリスク、一つの港
湾における被災の影響が広域的に
波及するリスク等の増大に対応す
るため、官民が連携し、気候変動
等を考慮した臨海部の強靱化を推
進する。その際、脱炭素化に配慮
した港湾機能の高度化等を図る
カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）
の取組とも連携し、エネルギー転換
に伴う臨海部の大規模な土地利用
転換を契機とした強靱化を推進す
る。
・災害発生時に遠隔により被災状
況を把握し、被災した港湾施設の
損壊箇所の特定や技術支援を速
やかに実施するため、港湾工事に
おける３次元データ活用やデータ
共有を推進する。

- - -

　県内全ての重要港湾の港湾計画
へ耐震強化岸壁の位置付けが完了
し、未整備となっている耐震強化岸
壁の事業化に向けた検討を実施し
た。

　引き続き、耐震強化岸壁の整備に向け
て、各港の港湾施設の状況や事業の優
先度等を勘案しながら、事業化について
検討していく。
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 29

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 29

○ ○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 29 36 43 50

○ 実績値 29 36

- -
　港湾ＢＣＰに基づく訓練への参加
及び内容の見直しの検討などを実
施した。

　引き続き、港湾ＢＣＰに基づく訓練訓練
への参加及び内容の見直しなどを検討し
ていく。

10

港湾に
おける
機能継
続体制
の整備

県土
整備部

農林
水産部

・災害時において、地域防災計画
で海上輸送拠点に位置付けられて
いる漁港が、近隣漁業集落への緊
急物資や人員の輸送拠点としての
役割を果たすことができるよう、漁
港施設機能強化事業等により、防
波堤及び岸壁等の耐震・耐津波の
強化を進めている。

漁港施設機
能強化事業
費

水産流通基
盤整備事業
費

水産生産基
盤整備事業
費

漁村再生交
付金事業費

地域水産物
供給基盤整
備事業費

201.5

558.0

349.7

915.4

176.0

地震や津
波に対す
る防波
堤・岸壁
等の安全
性が確保
された海
上輸送拠
点漁港の
割合（％）

・大規模な地震・津波の発生時に
おいて、ある一定の港湾機能を継
続させ、迅速な機能復旧を行うた
め、港湾ＢＣＰに基づく訓練や内容
の見直しなどを継続的に実施す
る。
・　発災時に緊急物資や救援部隊
等の海上輸送を速やかに実施し、
港湾機能の早期復旧により社会経
済活動への影響を最小化するた
め、衛星やドローン等の活用により
港湾における被災状況等の災害関
連情報の収集・集積の高度化を図
るとともに、サイバーポートを通じた
関係者間の共有体制を構築する。
【国土交通省】
・　自然災害時に閉塞した航路の
早期回復を図るため、被災後の最
低水面決定に必要な基礎情報を整
備する。
・　発災後に速やかに航路を確保
できる体制を構築するため、航路
啓開訓練やその結果を踏まえた航
路啓開計画の見直し・充実を図る。
・　災害時の支援物資輸送拠点等
として港の機能を最大限活用する
「命のみなとネットワーク」形成に向
けた取組を進める。
・　海上交通ネットワークの機能停
止により、物流・人流へ甚大な影響
が及ぶことを防ぐため、港湾におけ
る走錨事故の防止等に関する対策
を推進する。
・　豪雨等により土砂が航路に流出
した場合でも、海上輸送ルートを確
保できるよう、大規模出水時等に
備えた航路の埋塞対策を実施す
る。

-

11

漁港施
設の耐
震・耐
津波強
化対策

Ａ

　海上輸送拠点に位置づけられてい
る漁港の耐震・耐津波対策を進め、
目標値36％に対して、実績値36％と
なり、目標を達成した。

　引き続き、地震・津波に備えた防波堤・
岸壁等の機能強化に取り組んでいく。
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ ○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

④　河川改修等の治水対策

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値 49.0 49.3 50.0 50.8

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 49.1 49.3 50.6 51.9

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 51.3 52.3 52.4 52.5

実績値 52.6 52.7

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

-

・洪水災害に対する安全度を確保
するため、河川内の立木伐採及び
堆積土砂の除去を継続して実施し
ている。

農林
水産部

河川整
備

・災害発生後において、漁業活動を
はじめとした地域の水産業の可能
な限りの継続又は早期の再開を図
るため、業務継続計画（水産業
BCP）の策定を支援し、漁業地域の
防災力向上を推進する。

-

-

14

立木伐
採と堆
積土砂
の除去

13

河川整備
率（県管
理）（％）

　令和５年度は、平成28年台風第10
号により被災した小本川の河川改修
事業を推進し、河川整備率の目標値
52.3％に対する実績値は52.7％とな
り、目標を達成した。

　近年洪水で浸水被害が発生した河川に
おいて、未改修区間があることから、引き
続き、早期の完成に向けて、事業を推進
していく。

A

　引き続き、水災害に対する安全度を確
保するため、河川内の河道掘削及び立木
伐採を実施していく。

　引き続き、漁業地域の防災力向上を推
進するため、業務継続計画（水産業ＢＣ
Ｐ）の策定支援等に取り組んでいく。

　令和５年度は、37河川の河道掘削
及び61河川の立木伐採を実施した。

　令和５年度は、策定された業務継
続計画（水産業ＢＣＰ）の実効性を高
めるため、漁業関係者等と連携した
机上訓練を行うとともに、その訓練
結果を踏まえ、計画の見直し・改善
に向けた意見交換を実施した。

-

県土
整備部

-

河川改修
事業費等

水防警報
施設整備
事業費

直轄河川
事業費負
担金

直轄ダム
事業費負
担金

3,816.6

80.0

1,356.0

127.0

県土
整備部

12

漁港に
おける
機能継
続体制
の整備

・洪水災害に対する安全度の向上
を図るため、国の防災・安全交付
金等を活用し、施設の能力を超え
る洪水に対しても堤防を決壊しにく
くするなどの減災効果を発揮する
粘り強い河川堤防の整備や、関係
機関との連携強化による治水上支
障となっている河川横断施設の改
修と併せ、河川改修等の整備を推
進する。
・将来的な降雨量の増加、潮位の
上昇等の気候変動による変化の予
測も考慮し、河川の整備に係る計
画等の作成・見直しを進める。
・自然災害によって被災した防災イ
ンフラの原形復旧のみでは再度災
害の防止が十分でない場合におい
て、被災箇所を含む一連区間で施
設の機能向上を図る改良復旧を行
うなど、状況に応じた適切な対応を
図る。

-
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

・　引き続き、「流域治水プロジェクト」に基
づき、市町村等の関係機関と連携して
ハード対策とソフト施策を効果的に組み
合わせた防災・減災対策を推進していく。
・　「流域治水プロジェクト」未策定の水系
において、隣県等の関係機関と連携して
プロジェクトを策定する。
・　馬淵川について、特定都市河川の令
和７年度指定に向け、町等の関係機関と
調整を進める。

15

「流域
治水」
の取組

県土
整備部

・気候変動に伴い頻発・激甚化する
水害等への対策として、流域全体
のあらゆる関係者（国・県・市町村・
企業・住民等）が協働して流域全体
で行う治水である「流域治水」に取
り組み、事前防災対策を推進する。
・「流域治水推進行動計画（令和３
年７月）」に基づき、関係者等との
緊密な連携・協力の下、上流・下流
や本川・支川の流域全体を見据え
た事前防災のためのハード・ソフト
一体となった流域治水の取組を強
化する。
・特に水害リスクの高い河川におい
ては、特定都市河川の指定を進
め、ハード整備の加速に加え、あら
ゆる関係者の協働による水害リス
クを踏まえたまちづくり・住まい方の
工夫等を推進する。
・洪水、内水、高潮、土砂災害や、
土砂・洪水氾濫等の自然災害に対
して、河川管理施設、雨水貯留浸
透施設、下水道施設、海岸保全施
設、砂防設備、治山施設・保安林
の整備等のハード対策と、災害ハ
ザードエリアからの移転等土地利
用と一体となった減災対策、調査・
観測データの収集・活用、災害危
険箇所の把握、災害関連情報の共
有プラットホームの活用、ハザード
マップの作成促進、避難の実効性
を高める防災意識の啓発、災害監
視体制の強化、災害発生前後の的
確かつ分かりやすい情報発信・伝
達警戒避難体制整備等のソフト対
策を効率的・効果的に組み合わ
せ、強力に実施する。また、流域治
水を進めるに当たって、自然環境
が有する多様な機能をいかすグ
リーンインフラの考えを推進し、関
係機関と連携の下、災害リスクの
低減に寄与する生態系の機能を積
極的に保全又は再生することによ
り、生態系ネットワークの形成に貢
献する。

- - -

・　令和５年度は、「流域治水」の全
県展開に取り組み、全48水系のうち
46水系で「流域治水プロジェクト」を
策定した。
・　「流域治水プロジェクト」に基づ
き、市町村等の関係機関と連携して
ハード対策とソフト施策を効果的に
組み合わせた防災・減災対策を推進
した。
・　馬淵川のうち一戸町と葛巻町の
流域について、令和７年度に「特定
都市河川」に指定することとし、指定
に向けたロードマップを公表した。

16

洪水に
対する
住宅等
の安全
対策

　国の住宅・建築物安全ストック形成
事業等を活用し、市町村と連携しな
がら危険住宅の除去及び移転住宅
の建設を促進している。

　引き続き、国の住宅・建築物安全ストッ
ク形成事業等を活用し、市町村と連携し
ながら危険住宅の除去及び移転住宅の
建設を促進していく。

県土
整備部

-

・洪水により被害を受けるおそれの
ある住宅について、市町村と連携し
て、所有者に対して危険性の周知
を行うほか、住宅・建築物安全ス
トック形成事業等を活用し、危険住
宅の除去及び移転住宅の建設へ
の補助等を実施する。

- -
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

⑤　農山村地域における防災対策

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 133 143 153

○ 実績値 118 154

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

○ 目標値 985 985 990 995

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 980 985 990 995

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 1,000 1,005 1,010 1,015

○ ○ 実績値 1,000 1,005

17

農地や
農業水
利施設
等の生
産基盤
整備

農業用た
め池の機
能診断
（耐震性
評価）実
施個所数
（箇所）

経営体育
成基盤整
備事業費

3,180.6

19

山地災
害危険
地区の
把握、
計画的
な治山
施設の
整備

18

　国の補正予算を積極的に活用する
など、治山事業を計画的かつ効果的
に実施したことにより、目標値1,005
集落に対して、実績値1,005集落とな
り、目標を達成した。

Ａ

　引き続き、点検・調査結果に基づき、必
要な保全対策を実施していく。

　引き続き、施設の劣化状況評価や機能
診断結果を踏まえた対策工事を実施して
いく。

-

Ａ

　引き続き、山地災害から山村集落が保
全されるよう、計画的に治山事業を実施
していく。
　また、突発的な山地災害にも迅速に対
応できるよう、事業申請者である市町村と
一層の連携を図るなど、事業の円滑な実
施に取り組んでいく。

　自然災害の未然防止に向けた計
画的な防災対策を推進し、農業用た
め池における機能診断実施個所数
は、目標値133箇所に対して、実績
値154箇所となり、目標を達成した。

　ため池や農業用ダムの点検・調査
の結果に基づき、補修・更新等の保
全対策工事を実施した。

ため池
等の保
全対策

農林
水産部

農林
水産部

農林
水産部

1,338.3

山地災害
防止機能
が確保さ
れた集落
数（累計）

農村地域
防災減災
事業費

854.5

治山事業
費

324.2

122.0

555.0

・大雨や地震等による、ため池等の
決壊などを未然に防止するため、
ため池や農業用ダムの点検・調査
を行い、保全対策が必要なものに
ついては補修、更新等を行ってい
る。

・洪水防止や土砂崩壊防止機能な
ど農業・農村の有する多面的機能
を維持・発揮するため、農地や農業
水利施設等の生産基盤整備を着
実に進めている。

・大雨等による土石流の発生など
の災害を防止するため、点検等に
よる山地災害危険地区の把握と、
治山施設の整備及び森林整備を
計画的に進めている。

中山間地
域総合整
備事業費

かんがい
排水事業
費

農村災害
対策整備
事業費
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

⑧　農林水産業の生産基盤の災害対応能力の強化

H30 R1 R2 R3

目標値 94

実績値 96

R4 R5 R6 R7

目標値 97 102 105 108

実績値 99 102

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値 28

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 30

○ R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 35 38 39 40

○ 実績値 36 38

H30 R1 R2 R3

目標値 15

実績値 19

R4 R5 R6 R7

目標値 20 29 34 39

実績値 24 30

H30 R1 R2 R3

目標値 17.8

実績値 20.1

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 R4 R5 R6 R7

目標値 19.4 21.2 21.9 23.1

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 20.7 21.0

○ H30 R1 R2 R3

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 10

○ 実績値 10

R4 R5 R6 R7

目標値 13 24 27 34

実績値 13 17

　引き続き、漁港施設の高波対策や地
震・津波対策に取り組んでいく。

20

農業水
利施設
等の整
備、漁
港施設
等の地
震・津
波対
策、長
寿命化
対策

　引き続き、農業水利施設の長寿命化等
を図るため、機能診断と、それに基づく計
画的な予防保全対策、補修更新などを進
めていく。

21

農山村
地域の
生活道
路や農
道・林
道の計
画的な
点検診
断の実
施

農林
水産部

　農道の個別施設計画に基づき、計画的
に補修・更新などの長寿命化対策を支援
していく。

　引き続き、機能保全計画に基づく適時・
適切な補修・更新などの長寿命化対策に
取り組んでいく。

　保全整備を予定していた林道の一
部において、工法の検討に期間を要
し、補修等が６年度になったため、目
標値24％に対し、実績値17％とな
り、目標を下回った。

　林道の個別施設計画に基づき、老朽化
した施設の保全対策が適切に行われるよ
う、管理者である市町村と一層の連携を
図るなど、事業の円滑な実施に取り組ん
でいく。

（再掲）林
道橋・林
道トンネ
ルを対象
とした保
全整備率
（％）

Ａ
　老朽化した漁港施設の補修・更新
を進め、目標値29施設に対して、実
績値30施設となり、目標を達成した。

324.2

漁港施設
の防災・
減災対策
実施施設
数（累計）
（施設）

（再掲）基
幹農道の
保全対策
整備延長
（km）

経営体育
成基盤整
備事業費

中山間地
域総合整
備事業費

かんがい
排水事業
費

農村災害
対策整備
事業費

・農林道トンネル等の点検・診断等
を踏まえ、老朽化した施設の保全
対策が適切に行われるよう、管理
者である市町村等が行う農林道の
保全整備等の取組を支援する。

水産物供
給基盤機
能保全事
業費

地域水産
物供給基
盤整備事
業費

漁村再生
交付金事
業費

農村地域
防災減災
事業費

基幹水利
施設ストッ
クマネジメ
ント事業
費

水産流通
基盤整備
事業費

水産生産
基盤整備
事業費

漁港施設
機能強化
事業費

（再掲）漁
港施設の
長寿命化
対策実施
施設数
（累計）
（施設）

　漁港施設の高波対策や地震・津波
対策を進め、目標値38施設に対し
て、実績値38施設となり、目標を達
成した。

Ｃ

農林
水産部

・洪水防止や土砂崩壊防止機能な
ど農業・農村の有する多面的機能
を維持・発揮するため、農地や農業
水利施設等の生産基盤整備を着
実に進めている。
・農業水利施設の長寿命化と、ライ
フサイクルコストの低減を図るた
め、基幹水利施設ストックマネジメ
ント事業による機能診断と、それに
基づく計画的な予防保全対策、補
修更新などを進めている。
・水産物の供給基地としての役割を
果たすため、水産基盤整備事業等
を活用し、漁港施設の高波対策や
地震・津波対策に取り組むととも
に、機能保全計画に基づく適時・適
切な補修・更新などを進めている。

　施設の長寿命化とライフサイクルコ
ストの低減に向けた補修・更新を行
い、農業用用排水路等の長寿命化
対策着手施設数は、目標値102施設
に対して、実績値102施設となり、目
標を達成した。

Ａ

　保全対策整備を予定していた農道
の一部において、岩盤層が出現した
ことにより、対策工法の検討及び対
策工事に不測の日数を要したが、目
標値21.2kmに対して、実績値21.0km
と概ね目標を達成した。

Ｂ

農業用用
排水路等
の長寿命
化対策着
手施設数
（施設）

122.0

555.0

854.5

1,138.8

558.0

349.7

201.5

720.3

176.0

915.4

534.0

3,180.6

農道整備
事業費

Ａ
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指標名 達成

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

KPI

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

⑨　災害廃棄物処理対策　　

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H30 R1 R2 R3

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

R4 R5 R6 R7

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

25

毒物及
び劇物
流出時
の応急
措置実
施の徹
底

保健
福祉部

-

-

24

アスベ
スト粉
じんば
く露防
止対策

環境
生活部

23

市町村
による
災害廃
棄物の
迅速な
処理体
制の構
築

-

・毒物若しくは劇物が流出した場合
の保健衛生上の危害を防止するた
め、毒物及び劇物を取り扱う者に
対する指導等を実施し、流出時の
応急措置実施の徹底を図ってい
る。

・災害により倒壊した建物を解体す
る際、アスベスト建材から粉じんが
飛散し、作業者や周辺住民がばく
露する危険性があるため、「災害時
における石綿飛散防止に係る取扱
いマニュアル」に基づく解体方法等
を周知するなど、ばく露防止対策を
進めている。

-

22

協定等
の締
結・確
認、機
動的な
連携体
制の構
築

環境
生活部

毒物若しくは劇物が流出した場合の保健
衛生上の危害を防止するため、毒物及び
劇物を取り扱う者に対する指導等を実施
し、流出時の応急措置実施の徹底を図
る。

　災害発生時においても適正な解体等が
実施されるよう、関係機関とも連携を図り
ながら引き続きばく露防止対策を進めて
いく。

　引き続き市町村の計画策定に向けた支
援に取り組んでいく。

毒物及び劇物を取り扱う者に対し
285件の立ち入り検査などの指導を
実施し、流出時の応急措置実施の
徹底を図っている。

-

　市町村や関係団体との研修・訓練・協
議等を実施するなど、災害廃棄物処理体
制に係る人材育成や連携体制の構築に
引き続き取り組んでいく。

　アスベスト建材使用建物の解体前
の立入検査時や、労働基準監督署
と合同で実施した建物解体に係る立
入検査時など、様々な機会を捉えて
解体関係事業者に適正解体等の周
知を図った。

　災害廃棄物処理に係る連携体制
の構築に向け、東日本大震災津波
等の経験・知見を踏まえながら、市
町村と関係団体との協定締結につ
いて助言・支援を行い、令和５年度
末に32市町村が協定締結済みであ
る。

　
　災害廃棄物処理計画策定市町村
数は、研修等により市町村の計画策
定を支援することにより、26市町村
（78.7%）が策定済みであり、国の循
環型社会形成推進基本計画で定め
る目標値60%を達成している。

121.5

環境
生活部

・市町村による災害廃棄物の迅速
な処理体制を構築するため、国の
「災害廃棄物対策指針」に基づく
「災害廃棄物処理計画」の策定に
ついて助言等を行っている。

循環型地
域社会形
成推進事
業費

-

・災害が発生した場合において、県
や市町村、関係団体（県産業資源
循環協会、県環境整備事業協同組
合）が協定等に基づき円滑に災害
廃棄物処理を実施するため、平時
においても当該協定等の締結・確
認を図り、機動的な連携体制の構
築を進めている。

29



指標名 達成

①　ハザードマップによる災害危険箇所等の周知

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値 128 213 294

実績値 58 128

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

目標値・実績値

《横断的分野》

【６）リスクコミュニケーション分野】
【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

2

津波ハ
ザード
マップ
の作成

県土整
備部

・避難を中心としたソフト対策により被害の軽減を図るため、
津波ハザードマップの作成に必要な、日本海溝・千島海溝
沿いの巨大地震モデル等を踏まえた最大クラスの津波によ
る浸水想定に基づき、令和５年８月に津波災害警戒区域を
指定したところであり、引き続き、市町村が最大クラスの津
波に対応した津波ハザードマップの作成を促進するための
助言等を行う。

1

津波避
難計画
の策定

復興防
災部

・令和４年３月に公表した新たな津波浸水想定に基づき、津
波避難計画の更新を行っている

- - -

　津波防災地域づくりに関する法律
第53条第１項に基づく津波災害警戒
区域を令和５年８月29日に指定し
た。

　最大クラスの津波に対しては、避難を中
心としたソフト対策により被害の軽減を図
ることとしており、引き続き、市町村が進
めるハザードマップの作成を促進するた
めの助言等を行っていく。

- -
　岩手県防災会議の意見を踏まえ、
地震・津波被害想定を取りまとめた。

　地震・津波被害想定を踏まえ、津波避
難計画策定指針を改定し、市町村の津波
避難計画改定等を支援する。

-

3

洪水浸
水想定
区域の
指定

県土整
備部

・洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、水害による被害
の軽減を図るため、国の防災・安全交付金等を活用し、洪水
浸水想定区域の指定を計画的に推進する。

5

土砂災
害ハ
ザード
マップ
の作成

県土整
備部

・土砂災害ハザードマップの作成に必要な土砂災害警戒区
域等の指定を推進するとともに、市町村に対し、土砂災害ハ
ザードマップの情報更新等に必要な情報提供や助言を行
う。

4

洪水ハ
ザード
マップ
の作成

県土整
備部

・洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、水害による被害
の軽減を図るため、国の防災・安全交付金等を活用し、洪水
ハザードマップの作成に必要な想定最大規模の降雨に対応
した浸水想定区域の指定を推進するとともに、これに対応し
た市町村の洪水ハザードマップの見直しを促進するための
助言等を行う。
・市町村のハザードマップ等については、デジタル技術を活
用し、位置情報や音声読み上げに対応した機能等、障がい
者も含め全ての人に配慮した整備を促進する。

- -

県管理河
川におけ
る洪水浸
水想定区
域の指定
河川数
（累計）

A

令和５年度は、想定最大規模の降
雨に対応した洪水浸水想定区域72
河川を指定（うち新規指定は70河
川）し、令和５年度累計目標値128河
川に対する実績値は128河川となり、
目標を達成した。

　引き続き、大規模氾濫減災協議会にお
いて取りまとめたＲ７までの指定計画に基
づき、指定を推進する。

- - -
　令和５年度は、土砂災害警戒区域
等の指定に向け、基礎調査を推進し
た。

　引き続き、土砂災害警戒区域等の指定
を推進するとともに、市町村に対し土砂災
害ハザードマップの更新に必要な情報提
供や助言を行っていく。

- -

・ 令和５年度は、想定最大規模の
降雨に対応した洪水浸水想定区域
72河川を指定（うち新規指定は70河
川）した。
・ 令和６年５月末時点で、32市町村
において、想定最大規模の降雨に対
応した洪水ハザードマップを公表し
ている。

　引き続き、洪水浸水想定区域の指定を
推進するとともに、市町村の洪水ハザー
ドマップの見直しを促進するための助言
等を行う。

-

30



指標名 達成

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

目標値・実績値

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値 70

実績値 70

R4 R5 R6 R7

目標値 100

実績値 100

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

②　防災情報提供・普及啓発の充実

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値 14,805 16,305 17,805

実績値 13,305 14,814

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

8

火山ハ
ザード
マップ
の作成
及び周
知

復興防
災部

・常時観測３火山（岩手山、秋田駒ヶ岳、栗駒山）の全てにお
いて火山ハザードマップを作成済みであり、今後は、登山者
等への周知を行う。

7

ため池
ハザー
ドマッ
プの作
成

農林水
産部

3.6 -
火山ハザードマップを県や関係機関
等のホームページへ掲載するなど、
登山者等への周知を行った。

引き続き、策定済みのハザードマップに
ついて、登山者等への周知を行う。

火山防災
対策費

・ため池や農業用ダムの浸水想定図に基づいた、市町村が
行うハザードマップの作成及び地域住民への周知を支援す
る。

6

内水ハ
ザード
マップ
の作成

県土整
備部

・内水ハザードマップの作成に向け、市町村による国の防
災・安全交付金等を活用した浸水区域図の作成を促進する
ため、作成勉強会等の開催等により、市町村の取組を支援
する。
・策定済み市町村に対しては、既存ハザードマップの見直し
等を支援する。

- -

ハザード
マップ作
成等ソフ
ト対策を
実施した
防災重点
ため池の
割合

★

ため池の氾濫解析図を基に、市町
村が行うハザードマップの作成及び
地域住民への周知を支援するなど、
ソフト対策を実施した。

　引き続き、市町村が行うハザードマップ
の作成及び地域住民への周知などのソフ
ト対策を支援していく。

- -
令和５年度は、浸水対策に係る勉
強会を１回開催した。

　引続き、勉強会等を通じて、内水ハザー
ドマップに係る市町村の取組を支援して
いく。

-

10

土砂災
害警戒
情報の
周知

県土整
備部

・住民の避難行動等に活用するため、国の防災・安全交付
金等を活用し、土砂災害警戒情報の精度を高めるとともに、
住民にとってわかりやすい情報の提供を推進する。あわせ
て、土砂災害警戒区域等の認知度の向上等により、地域住
民等の円滑な避難を促進するとともに、人工衛星やドローン
等を活用して、土砂災害の実態把握を迅速化することによ
り、二次災害防止対策の早期実施や警戒避難体制の構築
を支援する。
・高精度な地形図を活用した基礎調査による土砂災害警戒
区域等の指定を進める。

9

土砂災
害防止
法に基
づく土
砂災害
警戒区
域等の
指定

県土整
備部

・土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定に向
けて、引き続き関係市町村と連携して要配慮者利用施設が
立地する箇所の区域指定を優先的に推進する。
・二巡目以降の調査とあわせて、数値標高モデル等の高精
度な地形情報を用いて危険箇所の抽出を行う。

- - -

　令和５年度は、土砂災害警戒情報
の精度向上を図るため、土砂災害警
戒情報の見直しを進めるとともに、
住民や市町村にって分かりやすい情
報の提供となるよう土砂災害警戒情
報システムのリニューアルを行った。

　引き続き、土砂災害警戒情報の発表状
況等を踏まえ、適宜、見直しを図るととも
に、住民にとってわかりやすい情報提供
を行っていく。

-

土砂災害
基礎調査
結果公表
箇所数
（累計）
（箇所）

A

　令和５年度は、土砂災害基礎調査
結果1,509箇所を公表し、令和５年度
累計目標値14,805箇所に対する実
績値は14,814箇所となり、目標を達
成した。

　引き続き、土砂災害警戒区域等の指定
を推進するとともに、市町村に対し土砂災
害ハザードマップの更新に必要な情報提
供や助言を行っていく。

-

11

土砂災
害警戒
区域等
を明示
した標
識の設
置

県土整
備部

・住民等が日常から土砂災害の危険性を認識できるよう、土
砂災害警戒区域等を明示した標識を現地に設置する。

- - -
　令和５年度は、土砂災害警戒区域
等を明示した標識を70基設置した。

　引き続き、市町村と連携しながら住民等
が日常から土砂災害の危険性を認識で
きるよう、標識の設置を進めていく。
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指標名 達成

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

目標値・実績値

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値 46 48 51

実績値 45 46

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

13

登山者
の安全
対策

復興防
災部

・登山者の安全確保のため、気象庁が提供する火山情報を
いわてモバイルメールを活用して周知を行う。

12

水位周
知河川
の指定

県土整
備部

・洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、水害による被害
の軽減を図るため、優先度を考慮しながら、水位周知河川
の指定を計画的に進める。

- - -
登山者の安全確保のため、気象庁
が提供する火山情報をいわてモバイ
ルメールを活用して周知を行った。

引き続き、登山者の安全確保のため、気
象庁が提供する火山情報をいわてモバイ
ルメールを活用して周知を行う。

345.2

県管理河
川におけ
る水位周
知河川の
指定河川
数（累計）

A

　令和５年度は、水位周知河川２河
川を指定（うち新規指定１河川）し、
令和５年度累計目標値46河川に対
する実績値は46河川となり、目標を
達成した。

　引き続き、大規模氾濫減災協議会にお
いて取りまとめたＲ７までの指定計画に基
づき、指定を推進する。

河川整備
基本方針
策定費

15

水害に
関する
情報提
供等の
強化

県土
整備部

・水害による被害の軽減を図るため、国、県及び市町村で構
成する「大規模氾濫減災協議会」を通じ、水害に関する情報
提供等に係る具体的な取組を推進する。
・洪水時等における迅速な避難行動を支援するため、要配
慮者利用施設等における避難確保・浸水防止計画やハ
ザードマップ等の作成促進、いわてモバイルメール等を活用
したプッシュ型配信、水害対応タイムラインの作成等を進め
る。
・防災情報の更なる高度化を図るため、水害リスク情報の充
実、浸水センサ設置等によるきめ細かな情報提供、水位予
測情報の提供や精度向上とともに、オープンデータ化を含め
た河川情報の提供により、官民連携による避難行動を促す
サービスや洪水予測技術の開発等を促進する。

14

防災意
識向上
に向け
た地域
住民等
への普
及啓発

復興防
災部

・県民の防災意識向上のため、県総合防災訓練において備
蓄品の展示等の実施などにより普及啓発を行う。

- - -

・ 平成29年６月に水位周知河川に
おいてホットラインの運用を開始し、
令和５年度末までの35回の大雨時
に、市町村に対し延べ189回実施し
ている。
・ 令和元年５月に洪水時の観測に
特化した「危機管理型水位計」の運
用を開始し、従来型の常時観測の水
位計と合わせ、281河川、472箇所の
水位観測体制を確保している。
・ 令和２年６月に「簡易型河川監視
カメラ」の運用を開始し、従来型のカ
メラと合わせ、72河川155箇所で河
川の画像情報の提供を行っている。

　洪水時の河川に関する情報の提供を継
続し、住民の円滑かつ迅速な避難を促
す。

- -

訓練会場において、防災関連資機
材の展示、試供品の配付などを行
い、地域住民等に対する普及啓発を
行った。

引き続き、県民の防災意識向上のため、
総合防災訓練での防災関連資機材の展
示等により普及啓発を行う。

-
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指標名 達成

①　公共施設等の総合的・計画的な管理の推進

H30 R1 R2 R3

目標値 -

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値 0.5 1.0 1.5

実績値 2.8 3.2

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

　建築から59年が経過した県庁舎は、令
和５年度の耐震診断結果から、耐震性能
を有していないことが判明したことから、
現在、有識者等で構成する懇談会を開催
し、中長期的な県庁舎の在り方を検討し
ているところであり、できる限り早期に整
備の方向性を取りまとめていく。

3

警察施
設等の
老朽化
対策

警察本
部

・警察施設が、大規模災害発生時における災害警備活動及
び治安維持活動拠点として必要な機能を果たすことができ
るよう、施設の老朽度に応じて計画的な建替え又は修繕に
よる整備を進めている。

- - -
警察施設の老朽度及び設備等の
不具合の緊急度に応じて計画的な
施設整備及び修繕対応を行った。

　　警察施設が、大規模災害発生時にお
ける災害警備活動及び治安維持活動拠
点として必要な機能を果たすことができる
よう、継続して施設整備及び修繕に取り
組む必要がある。

- - -

　地区合同庁舎等については、耐震
改修工事等を進め、21棟のうち19棟
が耐震化となっており、残る２棟（県
庁舎知事局棟及び議会棟）について
は、耐震性について技術的に調査
し、今後の在り方を検討するため、
令和４年度から令和５年度にかけて
耐震診断を実施した。

2

県庁舎
等の老
朽化対
策

総務部

・大規模災害時においても災害対策本部機能を維持するた
め、県庁舎及び各地区合同庁舎について、老朽化対策の観
点も含めた長寿命化に資する計画的な保全、補修、修繕等
を実施している。

《横断的分野》

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

評価 今後の取組の方向性
目標値・実績値

【７）老朽化対策分野】

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

1

公共施
設等総
合管理
計画の
策定

総務部

・将来に向けた財政負担の軽減・平準化と公共施設等の最
適な配置を実現するため、老朽化等の現状及び将来見通し
を整理・分析し、施設の更新・長寿命化など総合的かつ計画
的な管理に関する基本方針となる「岩手県公共施設等総合
管理計画」に基づいて、計画的な公共施設マネジメントの取
組を進めている。

公共施設
マネジメン
ト推進費

0.4

公共施設
（学校施
設を除く）
の延床面
積の削減
率（令和
２年度
比）（％）

　公共施設等の長寿命化や将来負
担の軽減に向け、　「岩手県公共施
設等総合管理計画」に基づき、個別
施設計画の見直しに係る支援等に
取り組んだ。
　また、公共施設のコスト縮減・財政
負担の平準化に対応するため、建築
から50年以上が経過した施設や利
用度が低調な施設を中心に、財産台
帳の整理や類似施設の集約化、施
設の廃止等に全庁を挙げて取り組
んだ。

　本県における人口減少や厳しい財政状
況等を踏まえ、公共施設の維持管理及び
行政サービスの提供を持続可能なものと
していくため、「岩手県公共施設等総合管
理計画」に基づき、計画的な維持管理に
よる長寿命化の推進や施設規模・総量の
適正化に取り組んでいく。

A
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指標名 達成

①　地域コミュニティの維持・強化

H30 R1 R2 R3

目標値 182 191 203 215

実績値 179 184 193 213

R4 R5 R6 R7

目標値 227 237 249 261

実績値 225 234

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値 82,855

実績値 84,402

R4 R5 R6 R7

目標値 83,155 85,000 85,300 85,600

実績値 84,631 84,674

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

目標値・実績値

《横断的分野》

【８）人口減少・少子高齢化対策分野】
【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

2

地域づ
くり関
連セミ
ナー等
の開
催、地
域外人
材の活
用促進

ふるさ
と振興
部

・地域づくり活動の担い手の育成のため、地域づくり関連の
セミナー等を開催するとともに、地域おこし協力隊などの地
域外の人材の活用を進めている。

1

地域コ
ミュニ
ティ活
動に関
する意
識の普
及啓発

ふるさ
と振興
部

・地域コミュニティ活動のモデルとなる団体を「元気なコミュニ
ティ特選団体」として引き続き選定し、関係団体の活動促進
を図るとともに、県内外の先進的な事例を紹介し、地域コミュ
ニティ活動に関する意識の普及啓発を行う。

活力ある
小集落支
援推進事
業

いわて地
域おこし
協力隊活
動推進事
業費

3.3

16.3

-

　令和５年度は地域づくり関連のセミ
ナー等を６回開催し、先進事例紹
介、外部人材のネットワーク構築を
図った。

　引き続き、地域づくり活動の担い手育成
のため、地域おこし協力隊等の外部人材
の活用促進に取り組む。

-

活動中の
元気なコ
ミュニティ
特選団体
数

Ｂ

　元気なコミュニティ特選団体数につ
いては、高齢化の進展等により元気
なコミュニティ特選団体の休止や解
散が生じたことが要因となり、目標値
を下回ったが、元気なコミュニティ特
選団体の活動事例を情報発信する
とともに、市町村に対する積極的な
団体推薦の呼びかけを実施し、目標
値237に対して実績値234と概ね目
標を達成した。

　引き続き、地域コミュニティ活動に関す
る普及啓発や、担い手の育成・確保に取
り組む。

-

3

コミュ
ニティ
助成制
度等に
よる活
動支援

ふるさ
と振興
部・
農林水
産部

・地域コミュニティ機能の維持・再生のため、各種コミュニティ
助成制度等の有効活用を図りながら、市町村や地域づくり
団体が行う地域の課題解決に向けた取組を支援する。
・災害発生時における、地域住民の対応能力の向上や、地
域コミュニティ機能の迅速な再構築が図られるよう、多面的
機能支払制度等の活用による農地や農業水利施設等の保
全管理活動など、農山漁村における共同活動の取組を維
持・活性化する。

4

森林保
全等の
活動支
援

農林水
産部

・国の森林・山村多面的機能発揮対策交付金制度を活用
し、地域住民等による里山林の保全管理活動等を支援す
る。

1,631.8

2,012.3

2,631.8

地域共同
活動によ
る農地等
の保全管
理への参
加人数
（人）

Ｂ

自治総合センターが実施する各種
助成制度の有効活用に向け、市町
村に対する情報提供等を実施した。
人口減少や高齢化に伴い、新たに
設立される活動組織は減少傾向に
あるが、多面的機能支払制度等を活
用して、農地草刈りや水路の泥上
げ・補修など地域資源の保全管理の
取組を支援し、目標値85,000人に対
して、実績値84,674人となり、概ね目
標を達成した。

　引き続き、助成制度の有効活用が図ら
れるよう、自治総合センターと連携してコ
ミュニティ活動支援に取り組む。
　多面的機能支払制度等の活用による農
地や農業水利施設等の保全管理活動な
ど、農山漁村における共同活動の取組の
維持・活性化に取り組んでいく。

農地維持支
払交付金

資源向上支
払事業費

中山間地域
等直接支払
い事業費

20.4 -

　地域協議会を通じて、地域住民や
森林所有者等で構成する活動組織
が実施する里山林の保全、森林資
源の利活用等に取り組む76組織を
支援した。

　引き続き、地域住民等による里山林の
保全管理活動等の取組が活発に行われ
るよう支援していく。

森林・山
村多面的
機能発揮
対策事業
費
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指標名 達成

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

目標値・実績値

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

H30 R1 R2 R3

目標値 31,239

実績値 20,888

R4 R5 R6 R7

目標値 31,839 50,000 70,000 71,000

実績値 35,881 46,059

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

5

都市と
農村の
交流等
による
地域コ
ミュニ
ティの
維持・
活性化

農林水
産部

・農山漁村に受け継がれてきた伝統行事や食文化などの地
域資源を活用した都市と地域住民の交流・連携活動を促進
する。

こころ高ま
る農山漁
村感動体
験創出事
業費

2.5

農林漁家
民泊等利
用者数
（人回）

Ｂ

　農林漁家民泊等利用者数の内訳
のうち、体験型教育旅行者数が一部
地域で減少したことから目標値を下
回ったが、県全体としては増加傾向
にあり、目標値50,000人回に対して、
実績値46,059人回と概ね目標を達成
した。

　観光分野と連携して実施するプロモー
ション活動等により、県外からの教育旅
行の誘致活動強化を図るとともに、多様
な旅行者ニーズに対応できる実践者を確
保・育成するための新規受入農林漁家等
を対象とした講座の開催や、各地域の受
入団体等を対象とした情報交換会を開催
することなどにより、農林漁家民泊等利
用者数の増加を図っていく。

6

学びを
通じた
地域コ
ミュニ
ティの
再生支
援

教育委
員会事
務局

・予期せぬ災害が全国的に増えてきている中、東日本大震
災津波により寸断された地域コミュニティが、新たな移転先
等で形成されてきていることを踏まえ、沿岸部、内陸部いず
れにおいても学校を核とした協働の取組を通じて、地域コ
ミュニティの強化、再構築を図る。
・県内全域において、学校を核とした協働の取組を通じ、将
来を担う人材育成を推進し、自立した地域社会の基盤構築
に向けた取組を進める。
・国、市町村、関係機関と連携しながら、地域住民の学びの
場や交流の機会を確保するなど、地域コミュニティを強化す
るための支援等の充実を図る。
・子ども・学校・家庭・地域・行政の５者の役割分担と連携に
より、地域の教育課題の解決と、学校を核とした地域づくり
を推進する。

7

農林水
産業の
担い手
の確
保・育
成

農林水
産部

・リーディング経営体をはじめ「地域農業マスタープラン（地
域計画）」に位置付けられた効率的かつ安定的な経営を目
指す経営体への農地の利用集積を進め、経営の規模拡大
や効率化を促進するとともに、法人化を支援するなど地域農
業の中核となる経営体を育成する。
・農家子弟、若者・女性や新規学卒者、他産業からのＵ・Ｉ
ターン者など多様な新規就農者の確保・育成に取り組むとと
もに、企業の農業参入を促進する。
・意欲と能力のある林業経営体等の能力向上や新規就業者
の確保、林業技能者の育成などに取り組む。
・漁業経営体の技術力・経営力の向上を促進するとともに、
研修・雇用機会の創出や住居確保など受入環境の整備、就
業先とのマッチング、生活面のきめ細かな支援などにより、
地域漁業をけん引する中核的漁業経営体の育成や新規漁
業就業者の確保・育成に取り組む。

- - -

- -

国庫補助事業を活用して、学校、家
庭及び地域住民の連携・協働による
取組を推進する市町村を支援するな
ど、地域コミュニティの活性化と強化
を図った。

引き続き、国庫補助事業を活用しながら、
市町村や関係機関と連携し、学校、家庭
及び地域住民の連携・協働により地域コ
ミュニティの活性化につながる取組を支
援する。

-

（農業）
経営規模拡大や多角化に向けた
専門家派遣等とともに、経営感覚・
起業家マインドの醸成に取り組ん
だ。
また、県内外での就農相談会の開
催や、関係機関・団体と連携した就
農支援に取り組んだ。
（林業）
「いわて林業アカデミー」により、将
来的に林業経営体の中核となる現
場技術者の養成に取り組んだ。
（水産業）
市町村や漁業協同組合等と連携
し、漁業者の生産性向上や水産物
の付加価値向上等の支援に取り組
んだ。
また、各種漁業就業イベントへの
出展等に加え、沿岸地区の高等学
校への個別訪問に取り組んだ。

（農業）
　「岩手県農業経営・就農支援センター」
と現地機関が連携した指導・助言や、機
械・施設の整備、農地の集積・集約化に
よる生産基盤の強化の取組を進めてい
く。
　また、関係機関と連携した就農相談会
や経営能力向上に向けた研修等の開催
など、新規就農者の確保・育成の取組を
進めていく。
（林業）
　研修機関と連携した新規就業者の確
保・育成や林業技能者のキャリアアップ
に取り組んでいく。
（水産業）
　市町村や漁業協同組合等との連携を図
り、主要魚種の資源回復や増加している
資源の有効利用、新たな漁業・養殖業の
導入等に取り組んでいく。
　また、いわて水産アカデミーを修了した
後の漁業就業の様子や、研修生の研修
状況等をSNS等で発信するなど、本県で
の新規漁業就業の現状を県内外に広く
PRするための情報発信の強化に取り組
んでいく。
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指標名 達成

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

目標値・実績値

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初
予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

9
空き家
対策

県土整
備部

・空き家対策における利用可能なものは活用するとの考え
のもと、空き家対策総合支援事業等を活用して、空き家活用
による住み替え・定住・交流の促進等のまちづくり・住まいづ
くり、空き家活用の取組を担う人材育成やサポート体制の構
築等の総合的な空き家対策を支援する。

- - -

・ 若者世代及び県外からの移住者
が、「空き家バンク」に登録された空
き家の取得・改修を行う場合の費用
について、市町村と協同して支援を
行った。
・ 「岩手県空家等対策連絡会議」や
「岩手県空き家バンク利活用促進マ
ニュアル」の作成、「空き家相談窓
口」の設置、市町村担当者向けのセ
ミナー等の実施を通じて、空き家の
利活用の促進や発生抑制に取り組
んだ。

・　市町村への戸別訪問による情報共有
や地域課題の情報収集などを通して、引
き続き市町村と連携し、空き家対策を推
進する。

建設業
の担い
手の確
保・育
成

県土整
備部

・県内建設企業が、取り巻く社会経済情勢の変化において
も、地域から期待される役割を将来にわたって果たしていけ
るよう、「若者や女性等の担い手の確保・育成」、「働き方改
革の推進」、「生産性の向上」を重点事項としている「いわて
建設業振興中期プラン2023」に基づく取組を推進する。
・　将来にわたって地域維持事業を担う地域建設企業の安
定的な確保を図るため、「地域維持型契約方式」の拡大につ
いて、地域の実情を考慮しながら取り組む。
・　被災地における速やかな災害復旧等のため、ＩＣＴ施工や
ＢＩＭ／ＣＩＭ導入による一連の建設生産プロセスの高度化・
効率化、建設機械の自動化・遠隔化技術等の開発・改良等
のインフラ分野のＤＸを推進するとともに、防災・減災の担い
手となる建設産業の担い手の確保・育成等を進める。

- - -

・いわて建設業みらいフォーラムの
開催による担い手確保対策や経営
革新講座・フォーラムの開催による
企業の経営力向上、建設ＤＸ補助金
による生産性向上など建設業の課
題解決に向けた取組を推進した。
・令和５年度は、地域維持型契約方
式の拡大に向けて、希望のあった地
区で説明会を行ったほか、実施中の
地区においては地域建設企業の安
定的な確保が図られた。
・ICT活用工事の推進、ＢＩＭ／ＣＩＭ
適用業務の推進を実施しており、担
い手の確保・育成につながっている
と考えられる。

・　引き続き、「いわて建設業振興中期プ
ラン2023」に基づく取組を推進する。
・　引き続き、地域維持型契約方式の拡
大に向けて、説明会を行い、地域建設企
業の安定的な確保を図る。
・ICT活用工事、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用業務に
ついては推進を継続、併せてＢＩＭ／ＣＩＭ
適用工事の実施要領を策定し、実施を推
進することで、担い手の確保・育成を進め
る。

8
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指標名 達成

①　地域の防災に関する人材育成

H30 R1 R2 R3

目標値 130 140 150 30

実績値 164 204 236 32

R4 R5 R6 R7

目標値 60 109 147 186

実績値 84 141

H30 R1 R2 R3

目標値 10 12 14 2

実績値 10 12 14 2

R4 R5 R6 R7

目標値 4 6 8 10

実績値 3 5

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

目標値・実績値

《横断的分野》

【９）人材育成分野】
【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

2

消防設
備士、
危険物
取扱者
の免状
業務や
講習の
実施

復興防
災部

・消防設備士、危険物取扱者の免状業務や技術向上等を図
るための講習の実施を通じて、火災や危険物事故の未然防
止を図る。

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

- - -

   令和５年度は、消防法第13条の23
の規定による危険物製造所、貯蔵所
又は取扱所において危険物の取扱
作業に従事している危険物取扱者
の保安に関する講習を、対面で９
回、オンラインで３回、計12回実施し
たもの。
　消防法第17条の10の規定による消
防設備等の工事又は整備に関する
法定講習を、対面で６回実施したも
の。

　引き続き、危険物取扱者の保安講習及
び消防設備士講習を実施し、受講者の技
術向上等を図り、火災等の事故の未然防
止を図る。

県地域防
災サポー
ターの地
域への派
遣回数
（回）

A

　令和５年度は、既存組織や未結成
地域及び学校等においてサポーター
の活用が進み、令和５年度累計目標
値109回に対する実績値は141回と
なり、目標を達成した。

　組織化及び活動の活性化を図るため、
自治会を対象とした市町村主催の研修会
等に「岩手県地域防災サポーター」を派
遣し、自主防災組織の重要性について講
習等を行うなど、市町村等の取組を支援
していく。

0.2

2.0

3.8

自主防災
組織に対
する研修
会の実施
回数（累
計）（回）

B

　令和５年度は、これまで年１回実施
していた自主防災組織リーダー研修
会を、沿岸地域と内陸地域で各１回
ずつ計２回実施したもの。

　「自主防災組織リーダー研修会」の開催
等を通じて、自主防災組織の中核となっ
て活動する人材の養成を図る。

-3

警察・
消防・
自衛隊
の関係
強化

復興防
災部

・大規模災害発生時における救出救助活動において、警察・
消防・自衛隊の連携した対応が不可欠であることから、県総
合防災訓練や各機関主催の合同訓練への参加を通して、
相互の関係強化による災害対処能力の向上を図る。

- -

令和５年度県総合防災訓練は、警
察・消防・自衛隊等の関係機関と連
携し、岩手山火山噴火による降灰と
大雨のよる土石流の発生を想定した
図上訓練及び避難行動要支援者の
避難、社会福祉施設入所者の指定
避難所への避難、外国人観光客・負
傷者等への対応、避難所運営等の
実動訓練を実施した。

　引き続き警察・消防・自衛隊等の関係
機関と連携して、訓練を実施し、災害対
処能力の向上を図る。

1

防災人
材の育
成

復興防
災部

・組織化及び活動の活性化を図るため、自治会を対象とした
市町村主催の研修会等に「岩手県地域防災サポーター」を
派遣し、自主防災組織の重要性について講習等を行う等、
市町村等の取組を支援していく。
・「自主防災組織リーダー研修会」の開催等を通じて、自主
防災組織の中核となって活動する人材の養成を図る。
・地域防災力の向上を図るためには、地域における生活者
の多様な視点を反映した防災対策が重要であり、防災人材
の育成に当たっては、男女共同参画の視点を取り入れた取
組を進める。
・地域防災力の中核的な担い手として、消防団員数の確保
や装備の充実を図るとともに、求められる役割に的確に対
応した教育訓練を実施することなどにより、消防団活動の充
実強化を図る。

自主防災
組織強事
業費（サ
ポーター派
遣事業）

自主防災
組織強化
事業費（地
区防災計
画策定支
援モデル事
業）

自主防災
組織強化
事業費（防
災人材育
成事業）
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指標名 達成目標値・実績値

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

4

警察署
等の災
害警備
担当者
等に対
する訓
練の実
施

警察本
部

・災害警備活動の中核となる人材を育成するとともに、職員
の災害警備に係る知識・技能の向上及び災害に対する危機
意識の醸成を図るため、専門的災害警備訓練に係る施設や
資機材を整備し、警察署等の災害警備担当者等に対する教
養・訓練を行う。

- -

災害警備実施従事者14名に対し、
災害警備に関する知識の習得を図
る目的で集中教養を実施したほか、
各警察署における災害対策の推進
及び危機意識の醸成等を図るため、
災害警備に関する教養・訓練を実施
した。

　災害警備活動の中核となる人材を育成
するため、今後も災害警備に関する教
養・訓練を継続推進する。

- -

市町村において発災時に適切な避
難支援を実施する体制づくりを支援
するため、市町村職員を対象とした
災害救助法や個別避難計画作成に
係る研修会の開催、アドバイザー派
遣、市町村訪問による助言等を実施
した。

　市町村における避難支援の体制づくり
を支援するため、引き続き、研修会や意
見交換会等の開催や避難訓練を通じた
避難行動要支援者の避難のモデルケー
スの作成等による支援に取り組む。

- -

市町村の避難所設置に係る取組
状況の調査、市町村へのヒアリング
による課題の把握や解決に向けた
助言等の実施や住家の被害認定や
被災証明書交付に関する研修会等
を開催し、市町村への支援を実施し
た。

　市町村において、避難所の運営管理や
被災証明書交付等の多様な災害対応業
務を実施できるよう、引き続き支援を推進
する。

-

-

6

避難行
動要支
援者名
簿の作
成・活
用

復興防
災部

・災害時に自ら避難することが困難な方の避難支援を迅速
かつ的確に行うため、市町村等の職員を対象とした災害救
助法等の事務に関する研修会等を実施するほか、各市町村
への情報提供や助言を行い、避難行動要支援者名簿の活
用や、具体的な避難方法等を定めた個別計画の策定など、
発災時に適切な避難支援を行うことができる体制づくりに向
けた市町村の取組を促進する。

5

災害対
応に係
る行政
職員の
人材育
成

復興防
災部

・被災者の生活の迅速な復旧を図るため、指定避難所の運
営管理、罹災証明書交付などの多様な災害対応業務を円
滑に処理できる行政職員の育成を推進する。

-
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指標名 達成目標値・実績値

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

②　農林水産業の担い手の確保・育成

H30 R1 R2 R3

目標値 80 95 110 125

実績値 77 93 108 121

R4 R5 R6 R7

目標値 140 150 165 180

実績値 136 150

H30 R1 R2 R3

目標値 485

実績値 484

R4 R5 R6 R7

目標値 515 540 570 600

実績値 508 532

H30 R1 R2 R3

目標値 260 260 260 260

実績値 245 266 312 277

R4 R5 R6 R7

目標値 260 280 280 280

実績値 291 286

H30 R1 R2 R3

目標値 78

実績値 81

R4 R5 R6 R7

目標値 93 111 126 141

実績値 96 111

7

リー
ディン
グ経営
体や新
規就農
者の確
保・育
成

農林水
産部

・リーディング経営体をはじめ「地域農業マスタープラン（地
域計画）」に位置付けられた効率的かつ安定的な経営を目
指す経営体への農地の利用集積を進め、経営の規模拡大
や効率化を促進するとともに、法人化を支援するなど地域農
業の中核となる経営体を育成する。
・農家子弟、若者・女性や新規学卒者、他産業からのＵ・Ｉ
ターン者など多様な新規就農者の確保・育成に取り組むとと
もに、企業の農業参入を促進する。

いわて林
業アカデ
ミー運営
事業費

岩手県緑
の担い手
確保・育
成事業費

77.3

2.0

いわて林
業アカデ
ミーの修
了生数
（累計）
（人）

経営体育
成基盤整
備事業費

3,180.6

いわて
ニュー
ファーマー
支援事業
費

516.4

いわてで就
農応援事
業費

8.4

強い農業づ
くり交付金
（土地利用
型農業生産
信仰対策事
業費）

2,262.6
新規就農
者数（人/
年）

8

林業に
おける
経営体
の育
成、新
規就業
者の確
保

農林水
産部

・意欲と能力のある林業経営体等の能力向上や新規就業者
の確保、林業技能者の育成などに取り組む。

　引き続き、地域の中核となる経営体の
育成に向け、「岩手県農業経営・就農支
援センター」と現地機関が連携した指導・
助言や、機械・施設の整備、農地の集積・
集約化による生産基盤の強化の取組を
進めていく。

地域農業
計画実践
支援事業
費

170.0

いわてアグ
リフロンティ
アスクール
運営協議
会負担金

3.5

いわてア
グリフロ
ンティア
スクール
の修了生
数（累計）
（人）

Ｂ

　遠距離通学等による仕事への影響
等により目標値を下回ったが、本県
農業をけん引する経営体の育成に
向けて、経営感覚・起業家マインドの
醸成に取り組み、目標値540人に対
して、実績値532人と概ね目標を達
成した。

　受講者への負担を軽減するため、リ
モート講義の増加や特殊事情がある受講
生に対する継続受講（２年間）の実施な
ど、環境改善の取組を進めていく。

農業経営
基盤強化
促進対策
事業費

794.1

農地中間
管理事業
推進費

213.9

新規就農
総合対策
事業費

9.4

リーディ
ング経営
体の育成
数（累計）
（経営体）

Ａ

　経営規模拡大や多角化に向けた
専門家派遣等に取り組み、目標値
150経営体に対して、実績値150経営
体となり、目標を達成した。

　県内外での就農相談会の開催や、
関係機関・団体と連携した就農支援
に取り組み、目標値280人に対して、
実績値286人となり、目標を達成し
た。

　引き続き、各地方協議会のアクションプ
ランに基づき、関係機関と連携した就農
相談会や経営能力向上に向けた研修等
の開催など、新規就農者の確保・育成の
取組を進めていく。

Ａ

　「いわて林業アカデミー」により、将
来的に林業経営体の中核となる現
場技術者の養成に取り組み、目標値
111人に対して、実績値111人となり、
目標を達成した。

　引き続き、意欲と能力のある林業経営
体の能力向上をはじめ、研修機関と連携
した新規就業者の確保・育成や林業技能
者のキャリアアップに取り組んでいく。

Ａ
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指標名 達成目標値・実績値

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

H30 R1 R2 R3

目標値 500 505 510 515

実績値 450 418 268 277

R4 R5 R6 R7

目標値 520 287 292 297

実績値 414 368

H30 R1 R2 R3

目標値 60 65 70 70

実績値 47 45 48 47

R4 R5 R6 R7

目標値 70 50 50 50

実績値 30 16

③　建設業等の担い手の確保・育成

H30 R1 R2 R3

目標値 62 65 68 56

実績値 55 55 56 56

R4 R5 R6 R7

目標値 57 58 59 60

実績値 56 56

H30 R1 R2 R3

目標値 660 680 700 450

実績値 544 562 521 688

R4 R5 R6 R7

目標値 450 450 450 450

実績値 810 576

経営力強
化等を
テーマと
した講習
会受講者
数（人）

A

　令和５年度は建設企業の経営力強
化等を目的として、経営革新講座を
４回、建設業経営講習会及び連続研
修講座をそれぞれ３回開催した結
果、受講者数の累計が576人となり、
目標値を達成した。

　経営基盤の強化や経営革新等への取
組を支援するため、建設業界のニーズに
合わせた経営革新講座の開催を継続し
て実施する。

11.8

13.1

10

建設業
の担い
手の確
保・育
成

県土整
備部

・県内建設企業が、取り巻く社会経済情勢の変化において
も、地域から期待される役割を将来にわたって果たしていけ
るよう、「若者や女性等の担い手の確保・育成」、「働き方改
革の推進」、「生産性の向上」を重点事項としている「いわて
建設業振興中期プラン2023」に基づく取組を推進する。

建設業総
合対策事
業費

建設DX推
進事業費
補助

9

水産業
におけ
る経営
体の育
成、新
規就業
者の確
保

農林水
産部

・漁業経営体の技術力・経営力の向上を促進するとともに、
研修・雇用機会の創出や住居確保など受入環境の整備、就
業先とのマッチング、生活面のきめ細かな支援などにより、
地域漁業をけん引する中核的漁業経営体の育成や新規漁
業就業者の確保・育成に取り組む。

漁業担い
手確保・
育成総合
対策事業
費

いわて水
産アカデ
ミー運営
支援事業
費

中核的漁
業経営体
数（経営
体）

　新規漁業就業者の確保・定着に向け
て、市町村や漁業協同組合等との連携を
図り、いわて水産アカデミーを修了した後
の漁業就業の様子や、研修生の研修状
況等をSNS等で発信するなど、本県での
新規漁業就業の現状を県内外に広くPR
するための情報発信の強化に取り組んで
いく。
　また、漁業生産性の回復や養殖業の収
益性向上に向けた取組により漁業就業へ
の不安解消を図りつつ、「いわて水産アカ
デミー」修了生の県内就業と定着を支援
していく。

経営革新
アドバイ
ザー派遣
企業数
（社）

B

　建設企業のニーズが、アドバイ
ザー派遣から経営支援コーディネー
ターへの相談に移行してきているこ
とが要因で目標値を下回ったが、累
積目標値58社に対して累積実績が
56社となり、概ね目標を達成した。

　建設企業から経営支援コーディネー
ターへの経営相談は継続して多く寄せら
れているため、コーディネーターによる経
営改善に向けた相談や新事業に取り組
む企業へのサポートを継続して行い、経
営革新アドバイザー派遣の要望があった
場合は相談内容に応じて適切に対応す
る。

7.2

3.4

新規漁業
就業者数
（人）

Ｃ

　市町村や漁業協同組合等と連携し
て、各種漁業就業イベントへの出展
や水産アカデミーへの入講者確保に
加え、沿岸地区の高等学校への個
別訪問に取り組んだが、アワビや秋
サケ等の不漁などを背景に、新規漁
業就業者数が伸び悩んだことから、
目標値50人に対し、実績値16人と目
標値を下回った。

Ａ

　市町村や漁業協同組合等と連携
し、漁業者の生産性向上や水産物
の付加価値向上等の支援に取り組
み、目標値287経営体に対して、実
績値368経営体となり、目標を達成し
た。

　引き続き、漁業者の所得向上に向け
て、市町村や漁業協同組合等との連携を
図り、主要魚種の資源回復や増加してい
る資源の有効利用、新たな漁業・養殖業
の導入等に取り組んでいく。
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指標名 達成目標値・実績値

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの令和５年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの令和５年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの令和５年度の実績値が未確定（今後測定）等

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
R６当初

予算
事業名

R６当初
予算額
(百万円)

ＫＰＩ
評価 今後の取組の方向性

H30 R1 R2 R3

目標値

実績値

R4 R5 R6 R7

目標値

実績値

11

デジタ
ル技術
を活用
した人
材の確
保・育
成

県土整
備部

・事前防災や復旧復興を担う建設業における技能労働者の
高齢化の進展等を要因とする担い手不足に対応し、優れた
技術を次世代に継承するため、人材の確保・育成、最新の
デジタル技術の活用による生産性の向上等に係る取組や、
適正な請負契約の推進といった環境づくりを進める。
・被災地における速やかな災害復旧等のため、ＩＣＴ施工やＢ
ＩＭ／ＣＩＭ導入による一連の建設生産プロセスの高度化・効
率化、建設機械の自動化・遠隔化技術等の開発・改良等の
インフラ分野のＤＸの推進により、防災・減災の担い手となる
建設産業の担い手の確保・育成等を進める。
・現場技術者の立入りが容易ではない災害現場において
も、被災した防災インフラの機能を早期復旧するため、自動
化・遠隔化・ＩＣＴ施工技術の普及促進や必要となる人材・資
機材を確保する。

- - -

・ICT、UAV（i-Construction）基礎技
術講習会を開催し、県、市町村、建
設業者の人材育成を行っている。
・ICT活用工事の推進、ＢＩＭ／ＣＩＭ
適用業務の推進を実施しており、担
い手の確保・育成につながっている
と考えられる。

・ICT、UAV（i-Construction）基礎技術講
習会は継続、インフラDX講習会（各県開
催）を追加し、人材育成を進める。
・ICT活用工事、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用業務に
ついては推進を継続、併せてＢＩＭ／ＣＩＭ
適用工事の実施要領を策定し、実施を推
進することで、担い手の確保・育成を進め
る
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